
 

定期総会 
松山市小中学校ＰＴＡ連合会 

令和８年度 

日時：令和８年５月９日（土）１４：００～ 

場所：松山市総合コミュニティセンターキャメリアホール 

HP アドレス：https://matsuyamapta.com/ 



令和７年度 松山市小中学校ＰＴＡ連合会 定期総会 次第 

 

１ 開   会 

 

 

２ ＰＴＡの歌 

 

 

３ 開会あいさつ 松山市小中学校ＰＴＡ連合会 

 会  長  白 石  学 

 

４ 来賓祝辞 松山市長  野 志 克 仁 

 

 

５ 表   彰 

（１） 広報紙コンクール 

（２） 生涯教育功労賞 

 

 

６ 議長選出  

（１） 書記の選任 

（２） 代議員出席人数の確認 

 

 

７ 議   事 

議案第１号  令和７年度事業報告 

   議案第２号 令和７年度決算報告（監査報告） 

議案第３号 会則の一部改正（案） 

議案第４号 令和８度事業計画（案） 

議案第５号 令和８年度予算（案） 

議案第６号 役員改選 

 

 

８ 新旧役員あいさつ 

 

 

９ 閉  会 
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議案第１号 

令和７年度事業報告 

 

〈評価・反省〉 

令和７年度は「誇れるＰＴＡを目指して」という年間テーマのもと、全国や単位ＰＴＡに

誇れる連合会をめざして活動を進めてきました。 

「まつやまネットサミット」では、子どもたちと保護者が一緒になって、ネットの正しい

使い方や課題について意見を交わしました。 

「ＰＴＡ研究大会」では、持続可能なＰＴＡをテーマにトークセッションやワークショッ

プを開き、それぞれの立場から持続可能なＰＴＡの姿について考えました。 

今後は、任意団体としての特性を踏まえ、会員一人ひとりが無理なく関われるＰＴＡ活

動の在り方を模索しながら、持続可能な組織運営を推進してまいります。 

さらに、各単位ＰＴＡとの情報共有を一層充実させ、好事例の横展開や課題解決に向け

た支援を行うことで、松山市全体のＰＴＡ活動の質の向上を目指します。 

 

 

〈事業の部〉 

 キッズジョブまつやま 2025 は、午前・午後の２班に分け、約 750 名を受け入れて実施し

ました。今回も保護者の入場はお断りして開催しましたが、帰宅後に親子の会話が弾んだ、

来年も参加したいという感想が多く寄せられました。 

 まつやまネットサミットでは、保護者・小中高校生が一堂に会し、インターネットの問題

や正しい使い方について意見を交わしました。 

 

 

〈研修の部〉 

◎会長会 

＜活動内容＞ 

6/7（土）（90 名参加）【松山市総合コミュニティセンター】 

講演：「ドキュメンタリー映画みちしるべ上映会 

～地域の大人のかかわりがこどもたちを守る」 

講師：岡田さえ氏（絵本作家・保護司） 

情報交換 
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3/7（土）（85 名参加）【エスポワール愛媛文教会館】 

令和７年度事業の振り返りを行うとともに、令和８年度の事業計画の検討、各種規定の見直

しについて協議した。また、各校の実践事例や課題について情報交換を行い、持続可能なＰ

ＴＡ運営に向けた共通理解を深めた。 

 

＜反省・評価・課題＞ 

単位ＰＴＡのより良い活動をサポートするために、情報交換や情報提供を行った。今後も

単位ＰＴＡ活動の一助となる内容を発信していきたい。 

 

 

◎まつやまネットサミット 

＜活動内容＞ 

9/23（火・祝）（約 180 名参加）【松山市総合コミュニティセンター】 

ワークショップ・公開討論会・感想交流 

講師：竹内和雄氏（兵庫県立大学環境人間学部人間形成コース教授） 

ソーシャルメディア研究会の大学生 

＜反省・評価・課題＞ 

事前アンケート（小中学生 2,920 名回答）結果により、市内小学生 17.5％、中学生 20.4％

にネット依存傾向があることを知った。 

ネットと正しく付き合うための提言作成では、子どもたちが自分の意見を積極的に発言

した。 

中学生までに自分でネット利用のルールを作って守る練習をすることや、親子で話し合

う習慣をつけること、中学校卒業までに子育てを完結し、自分自身で考えることのできるよ

う育てることが大切だと学んだ。 

 

 

◎第７１回松山市ＰＴＡ研究大会 

＜活動内容＞ 

2/7（土）（約 180 名参加） 

大会テーマ：『持続可能なＰＴＡづくりに向けて～無理なく・分断なく・次世代へつなぐ～』 

トークセッション＆ワークショップ「持続可能なＰＴＡづくりに向けて」 

・コーディネーター：櫻井聡（全国ＰＴＡ連絡協議会理事・元横須賀市ＰＴＡ協議会会長） 

・登壇者：長谷川 浩章（全国ＰＴＡ連絡協議会代表理事・元一般社団法人東京都ＰＴＡ

協議会副会長） 
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下方 丈司（元名古屋市立小中学校ＰＴＡ協議会役員） 

河﨑 元（全国ＰＴＡ連絡協議会理事・元松山市小中学校ＰＴＡ連合会会長） 

清水 怜（松山市小中学校ＰＴＡ連合会顧問・前会長） 

白石 学（松山市小中学校ＰＴＡ連合会会長） 

 

＜反省・評価・課題＞ 

「持続可能なＰＴＡづくりに向けて」アンケート結果から、単位ＰＴＡの現状と傾向を

分析し、持続可能なＰＴＡについてトークセッションとワークショップを行った。 

参加者からは、「他校事例を知ることができとてもよかった」「具体的で参考になっ

た」「今後の活動に活かしたい」との肯定的な感想が寄せられた。 

 

 

◎職育委員会 

＜活動内容＞ 

11/16(日)【松山市総合コミュニティセンター】 

松山市文化・スポーツ振興財団との共催事業｢キッズジョブまつやま 2025｣を開催した。 

＜反省・評価・課題＞ 

61 企業団体様のご協力により、56 職種 57 ブースで職業体験授業を行った。今回も小学 4

年生～中学 3 年生児童生徒のみ約 750 名の参加とした。 

事後アンケートでは、今後も継続して開催してほしいとの意見が多く寄せられた。 

 

 

◎安心・安全委員会 

＜活動内容＞ 

「大学生によるネットモラル授業」 

9/22（月）～9/26（金） （児童生徒 2,678・教員 176・保護者 120  計 2,974 名参加） 

 五明小・宮前小・味生小・さくら小・味生第二小・堀江小・清水小・番町小・和気小・ 

石井小・石井東小・湯築小・窪田小・久米中・北条北中 

2/16（月）～2/20（金） （児童生徒 1,953・教員 131・保護者 90  計 2,174 名参加） 

荏原小・伊台小・高浜小・小野小・浮穴小・中島小・浅海小・湯山小・道後小・ 

津田中・西中・道後中・北条北中・北条高等学校 

 

＜反省・評価・課題＞ 

昨年度に引き続き、ソーシャルメディア研究会の学生（兵庫県立大学学生他）による「大
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学生によるネットモラル授業」を実施した。 

授業はアニメ動画（SNS トラブル・ネット依存・闇バイト）を視聴後、問題点や解決方

法を話し合うという流れで進められた。保護者の参観もあり、親子でインターネットの正し

い使い方や付き合い方を学ぶことができた。 

 

 

◎広報委員会 

＜活動内容＞ 

広報紙 1 回発行（3 月） 

 

＜反省・評価・課題＞ 

広報紙発行とホームページでの発信を行った。今後も会員の皆様に市Ｐ連の活動を身近

に感じてもらえるよう、分かりやすい情報発信を行っていきたい。 

 

 

◎人権・福祉委員会 

＜活動内容＞ 

会議等への参加 

＜反省・評価・課題＞ 

多様化しつつある中で、人権が尊重されるには、子どもたちへの教育だけでなく、保護

者や地域社会も連携して、活動に取り組む必要がある。令和７度は、各種研修会等に参加

して様々な学びを得たが、今後はこれをいかし人権活動に取り組んでいきたい。 
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総会・研究大会

研修会等

10 ７年度定期総会 理事会（１）

26 執行部会（１）

7 会長会（１）

18 キッズジョブ実行委員会（１）

7 16
坊っちゃん学習・企画事業
審査会
執行部会（２）

3 理事会（２）

4 キッズジョブ実行委員会（２）（書面）

10 執行部会（３）

23 まつやまネットサミット 合同専門部会

10 22 キッズジョブ実行委員会（３）

11 15 キッズジョブ実行委員会（4）

10 理事会（３） 執行部会（４）

16 キッズジョブ反省会

1 28 理事会（４） 執行部会（5）

2 7 第７1回松山市PTA研究大会

7 会長会（２） 理事会（５） 執行部会（６） 役員選考委員会（１）

26 役員選考委員会（２）

4 15 理事会（６） 執行部会（７）

5 9 令和８年度定期総会

9

3

5

＜会議＞

　各種会議・研修会の開催日を下表に示しました。

会長会 理事会 専門部会 委員会等日 執行部会月

6

12
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令和７年度 委託事業実施状況 

 

 

 

 

坊っちゃん学習 

 

 

ブロック広域事業 

 

 

企画事業 
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議案第２号

収入の部 （単位：円）

R７年度予算額(Ａ) R７年度決算額(Ｂ) 増減額(Ｂ)-（Ａ）

1,440,000 1,457,080 17,080 児童生徒数＠40×36,427人 1,457,080

1,500,000 1,500,000 0 運営補助金 1,500,000

坊ちゃん学習＠30000×83校 2,490,000

ブロック広域事業＠50000×11ブロック 550,000

企画事業 700,000

親子ふれあい事業 4,200,000

ＰＴＡ研究大会 400,000

親学推進事業 800,000

1,000,000 855,000 △ 145,000 親子ふれあい事業参加者負担金 855,000

11 157,732 157,721 預金利息・広報紙広告料　他 157,732

29,989 29,989 0 前年度繰越金 29,989

13,110,000 13,139,801 29,801

支出の部

R７年度予算額(Ｃ) R７年度決算額(Ｄ) 差引残額（Ｃ）-(D)

会　議　費 250,000 0 250,000 会長会・理事会等運営費

旅　　　費 300,000 165,220 134,780 役員年間市内旅費

事  務  費 1,600,000 1,480,146 119,854 事務局職員賃金・社会保険料

消耗品費 20,000 23,771 △ 3,771 事務用消耗品　

印刷製本費 50,000 12,100 37,900 賞状・封筒印刷代

通信運搬費 80,000 24,726 55,274 郵送料・通信費

慶　弔　費 60,000 172,884 △ 112,884 慶弔費　他

振込手数料 0 30,580 △ 30,580

小　　　計 2,360,000 1,909,427 450,573

研　修　費 50,000 0 50,000 専門部・委員会・各種研修会運営費

大　会　費 700,000 873,951 △ 173,951
定期総会・ＰＴＡ研究大会運営費
各種研修会参加費

広　報　費 30,000 0 30,000 広報紙コンクール運営費

坊っちゃん学習事業費 2,490,000 2,490,000 0 @30,000×83校

企画事業 700,000 900,000 △ 200,000 単位ＰＴＡ・ブロック

ブロック広域 事業費 550,000 550,000 0 @50,000×11ブロック

親学推進事業 800,000 868,098 △ 68,098

親子ふれあい事業費 5,200,000 5,234,334 △ 34,334 キッズジョブまつやま

ネットモラル授業費 150,000 140,586 9,414

小　　　計 10,670,000 11,056,969 △ 386,969

70,000 131,250 △ 61,250 各種会議負担金等

10,000 0 10,000

13,110,000 13,097,646 12,354

収入合計 13,139,801 円

支出合計 13,097,646 円
残額 42,155 円（令和８年度へ繰越）

学校教育・家庭教育・社会教育・人権教育・安心安全教育　等　年間3回以上

各種負担金

予　備　費

合　　　計

参加者負担金

諸 収 入

繰 越 金

合　　　計

項    目

運
営
費

活
動
費

説　　明

委託料 9,140,000 9,140,000 0

令和７年度　一般会計決算書

項　　目 説　　明

会　　費

補 助 金
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収入の部 　 （単位：円）

R７年度予算額(Ａ) R７年度決算額(Ｂ) 増減額(Ｂ)-(Ａ)

6,000,000 6,485,000 485,000
傷害保険・賠償責任保険
200×32,425世帯

6,485,000

まつやまっ子総合保障制度
（損保ジャパン）

1,516,496

共済会（AIG） 120,510

800,000 938,000 138,000
まつやまっ子総合保障制度
（損保ジャパン）

938,000

3,000 0 △ 3,000 安全グッズ販売代金等 0

1,968 7,702 5,734 預金利息他 7,702

安全互助会 1,907,226

共済会 137,659

こども総合保障 1,150,147

12,120,000 12,262,740 142,740

支出の部

R７年度予算額（Ｃ） R７年度決算額（D) 差引残額（C）-(D)

団体傷害保険（AIG） 2,191,095

賠償責任保険（AIG） 340,469

登校再開支援金制度暫定保険金
（損保ジャパン）

1,000

200,000 60,260 139,740

1,200,000 1,020,000 180,000

300,000 421,110 △ 121,110

500,000 225,390 274,610

200,000 166,320 33,680

200,000 166,008 33,992

1,000,000 730,378 269,622

1,000,000 55,844 944,156

0 33,550 △ 33,550

4,600,000 2,878,860 1,721,140

500,000 0 500,000

100,000 0 100,000 重大事故についての調査費

600,000 0 600,000

1,000,000 600,000 400,000 ネットモラル授業　他

10,000 34,320 △ 24,320 安全グッズ購入費

400,000 0 400,000 各種活動支援

1,410,000 634,320 775,680

1,000,000 719,142 280,858 ＰＴＡ会費・後援会費口座振替手数料

1,500,000 1,017,600 482,400

150,000 186,594 △ 36,594

200,000 165,000 35,000 税理士報酬等

110,000 0 110,000

12,120,000 8,134,080 3,985,920

収入合計 12,262,740 円

支出合計 8,134,080 円

残額 4,128,660 円（令和８年度へ繰越）

34,928,877 円（全額保険会社へ支払い）

令和７年度　松山市ＰＴＡ共済会決算書

説　　　明

分担金

事務手数料 2,120,000 1,637,006 △ 482,994

保険料 2,550,000 2,532,564 17,436

制度運営費

安全活動推進費

諸収入

繰越金 3,195,032 3,195,032 0

合計

説　　　明

制度運営費
まつやまっ子総合保障制度運営費（振込手数料・データ処理料・
収納代行委託料・郵券代・はがき代等）

運
営
費

会議費 役員会・判定委員会・監査会等

事務費 事務職員賃金・手当

消耗品費 事務用消耗品費

印刷製本費 広報紙、単Ｐ配布資料等

ホームページ維持管理費 ホームページ維持管理費

通信運搬費 切手・ハガキ代・通信費

事務所運営費 コピー機リース代・トナーカウント代等

振込手数料

小　計

事
業
費

見舞金・弔慰金 見舞金給付　　

実態調査費

小　計

合計

活
動
費

安心安全活動費

安全活動支援費

こども活動支援費

小計

口座振替手数料

事務委託費 一律額＋まつやまっ子加入数

租税公課

報酬

予備費

※まつやまっ子総合保障制度預り金
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収入の部 （単位：円）

R７年度予算額(A) Ｒ７年度決算額（Ｂ） 増減額(B)-(A)

0 150,106 150,106

0 150,106 150,106

支出の部

R７年度予算額（Ｃ） Ｒ７年度決算額（Ｄ） 差引残額（C）-（D）

0 150,106 △ 150,106

0 150,106 △ 150,106

（単位：円）

積立金 利息 合計

1,944,373 0 3,432 1,947,805 0 1,947,805

（単位：円）

積立金 利息 合計

13,509,677 0 3,801 13,513,478 0 13,513,478

合計

令和７年度  特別会計決算書

項　　目 説明

諸収入 広報紙広告料（損保ジャパン）他

合計

項　　目 説明

繰出金 一般会計へ

令和７年度  積立金会計決算書

項目 前年度積立金
積立金繰入

積立金とりくずし 積立金残高

共済会危険度積立金

運営積立金

令和７年度  松山市ＰＴＡ共済会積立金会計決算書

項目 前年度積立金
積立金繰入

積立金とりくずし 積立金残高
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松山市小中学校ＰＴＡ連合会専門部等運営規則 

 

制定 昭和４７年 ５ 月２０日 

 

第１条 松山市小中学校ＰＴＡ連合会会則（以下「会則」という。）第１２条第２項に

よりこの規則を定める。 

 

第２条 会則第１２条第１項に定める各専門部（以下「専門部」という。）の構成は、

部担当役職員及び各単位ＰＴＡ専門部の長又はこれに代る者１名をもって構成する。 

 

第３条 各専門部は会則第５条に定める活動を効果的に推進するため、次のことを研究

協議し推進する。 

（１） 学校教育部 

○ 学校教育課程の変更に伴うＰＴＡの支援 

  ア 学校教育を理解するための学習 

  イ 教育や子どもに関する情報交換 

  ウ 学校やＰＴＡに関する意見や提言の汲み上げ 

  エ 進路についての学習会 

  オ 親と子の交流事業 

  カ 健康問題について調査・運動 

  キ その他必要な活動 

（２） 家庭教育部 

○ 家庭教育力の回復に伴う保護者として意識向上 

  ア ＰＴＡ会員の教養を高める活動（人権教育・ＰＴＡ学級 等） 

  イ ＰＴＡ活動の理解を深める活動 

  ウ 家庭教育に関する学習と活動 

  エ グループサークル活動の育成 

  オ 子どもの保健問題（食事・小児成人病 等） 

  カ 健康増進と親睦のための体育レクリエーションの活動 

  キ その他必要な活動 

（３） 社会教育部 

○ 地域教育力の必要性の再確認と活性化への実践 

  ア 地域との連携を強める活動（公民館活動との連携・体験活動の拡大） 

  イ 子どもの校外での安全を守る活動（健全育成・地区集会 等） 

  ウ 地域の人材バンク作成 

  エ 地球にやさしい環境づくりの推進 

  オ その他必要な活動  
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第４条 各専門部の役員は次のとおりとする。 

学校教育部担当役職員 ２名（部担当副会長１名・部担当監事１名） 

家庭教育部担当役職員 ２名（部担当副会長１名・部担当監事１名） 

社会教育部担当役職員 ２名（部担当副会長１名・部担当監事１名） 

部会運営幹事  各ブロック１名 

２ 役員の任務は次のとおりとする。 

（１） 部担当副会長は、部の業務を執行する。 

（２） 部担当監事は、部担当副会長を補佐し、部担当副会長事故あるときはその職務

を代行する。 

 

第５条 専門部の会は、部設置の目的に即した学習会を開催するものとし、必要に応じ

て部担当副会長が召集する。 

 

第６条 会則第１２条第１項の規定に基づき、調査研究その他会則第５条に定める活動

を効果的に推進するため、会長が特に必要があると認めるときは、委員会を置くこと

ができる。 

２ 委員会の委員は、会長が委嘱する。 

３ 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

 

第７条 各専門部及び委員会に要する費用は、会則第１５条に定める経費による。 

 

第８条 この規則の改正は、会則第１０条第２項第２号により理事会において行う。 

 

付則 

昭和５４年 ５月 １日一部改正 

昭和５５年 ５月１０日一部改正 

昭和５８年 ５月 ７日一部改正 

平成 ２年 ５月１２日一部改正 

平成 ４年 ６月 ３日一部改正 

平成１１年 ４月２１日一部改正 

平成１１年１１月２７日一部改正 

平成１２年 ５月１０日一部改正 

令和 ３年 ５月１４日一部改正 

令和 ６年 ３月 ２日一部改正 

令和 ８年 １月２８日廃止 
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松山市小中学校ＰＴＡ連合会会則（改正案） 

 

制定 昭和２６年５月１日 

 

第１章 総 則 

 

（構成） 

第１条 この会は、松山市内小中学校のＰＴＡをもって組織し、市内の小中学校の単位ＰＴ

Ａ会員を以って本会の会員とする。 

 

（名称） 

第２条 この会は、松山市小中学校ＰＴＡ連合会（略称、松山市ＰＴＡ連合会）という。 

 

（事務所） 

第３条 この会の事務所は、松山市におく。 

 

（目的） 

第４条 この会は、ＰＴＡ相互の情報交換・連絡提携をはかるとともに、お互いの協力によ

り家庭、学校、社会における児童生徒の健全育成と、会員の教養向上をはかることを目的

とする。 

 

（活動） 

第５条 この会は、第４条の目的を達成するために次の活動を行う。 

 （１）各単位ＰＴＡの求めに応じて活動の支援を行う。 

 （２）学校教育に関する理解を深めると共に学校教育活動の支援につとめる。 

 （３）社会教育関係団体として児童生徒の健全育成と生活環境の整備につとめる。 

 （４）各種研修会を開催し、指導者の育成につとめる。 

 （５）松山市ＰＴＡ共済会を運営する。 

 （６）その他目的達成に必要な活動を行う。 

 

議案第３号 
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第２章 機 関 

 

（役職員） 

第６条 この会の役職員は次のとおりとする。役員は第１条に定める会員が就くものとす

る。 

（役員）会長 １名 

副会長 １３名以内（小、中学校長 各１名） 

会計 １名 

監事 ３名 

ブロック理事 ２２名（各ブロックより会長理事１名・副会長理事１名選出） 

２ 会長、副会長、会計、監事は役員選考委員会において推薦し、総会において決定する。 

  役員選考委員会の設置及び運営その他は、別に定める規則により行う。 

３ ブロック理事は、会長が委嘱する。 

４ 事務局長は、会長が委嘱する。 

５ 役職員の任期は、１年とし再任を妨げない。補欠により選任された役職員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

６ 役職員の任務は次のとおりとする。 

 （１）会長はこの会を代表し会務を掌理する。 

 （２）副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代行する。 

 （３）会計は、会計事務を処理する。 

 （４）監事は、連合会の運営及び会計を監査する。 

 （５）ブロック理事は、理事会において重要事項を審議する。 

 （６）事務局長は、庶務をつかさどる。 

７ この会に顧問を置くことができる。 

 （１）顧問は、理事会の承認を経て、会長が委嘱する。 

 （２）顧問の任期は、１年とする。ただし、再任をさまたげない。 

 （３）顧問は、会長の諮問に応ずる。 
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（会議） 

第７条 この会の会議は次のとおりとする。 

 （１）総会 

 （２）会長会 

 （３）理事会 

 （４）執行部会 

 （５）その他理事会が必要と認めた会議 

 

（総会） 

第８条 総会は単位ＰＴＡの代議員をもって構成する。代議員数は別に定める規則により定

める。 

２ 総会は、毎年５月に開催し、次の事項を決議する。 

 （１）本会則の制定および改廃 

 （２）会長、副会長、会計、監事の選出 

 （３）事業、決算報告の承認並びに事業および予算の決定 

 （４）その他重要事項 

ただし、会長会で必要と認めたとき、又は代議員の５分の１以上の要求があったと

きは、臨時総会を開くことができる。 

３ 総会は、定数の２分の１以上の出席により成立し、議事は、出席者の過半数で決する。 

議長は代議員の互選により決定する。 

 

（会長会） 

第９条 会長会は、各単位ＰＴＡ会長もしくは各単位ＰＴＡ代表者をもって構成し、会長が

必要に応じて招集する。 

２ 会長会は、理事会または執行部会が必要と認めたとき開催する。 

３ 会長会は、総会に次ぐ決議機関であり、重要事項について審議決定する。 

 

（理事会） 

第１０条 理事会は、理事および会長、副会長、会計、監事をもって構成する。 

２ 理事会は、会長が必要と認めたとき、又は理事の４分の１以上の要求があったときに開

催し、次の事項を協議、又は決定する。 
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 （１）総会議案の立案（第８条第２項第２号を除く） 

 （２）この会則により委任された諸規則の改廃 

 （３）予算内の補正 

 （４）その他必要な事項 

３ 理事会は、理事の２分の１以上の出席により成立し、議事は出席者の過半数で決定す

る。 

 

（執行部会） 

第１１条 執行部会は会長、副会長、会計、監事をもって構成し、会長が必要に応じて招集

する。 

２ 執行部会は会の運営について協議決定をする。 

 

（部および委員会） 

第１２条 この会に次の専門部をおき、必要に応じ委員会を持つことができる。 

 （１）学校教育部 

 （２）家庭教育部 

 （３）社会教育部 

２ 専門部および委員会の運営その他は別に定める規則により行う。 

３ 専門部および委員会は活動運営状況を理事会に報告しなければならない。 

 

（ブロック運営） 

第１２条 この会に第５条の活動を効果的に推進するため、別表のとおりブロック編成を行

う。 

２ ブロック運営は、連絡協議、情報交換を中心に必要に応じてブロック理事（会長）が召

集する。 

 

（関係機関団体の出席） 

第１３条 第７条に定める会議には必要に応じ関係機関団体の出席を求めることができる。 
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第３章 会 計 

 

（経費の支弁） 

第１４条 この会の経費は、ＰＴＡ会費、事業収入、補助金およびその他の収入をもってこ

れに充てる。 

２ この会の会費は、毎年各単位ＰＴＡ会員の児童生徒数に４０円を乗じた相当額とする。 

 

（会計年度） 

第１５条 この会の会計年度は、４月１日に始まり、翌年３月３１日をもって終る。 

 

 

付 則

昭和５４年５月１２日一部改正     平成１０年５月 ７日一部改正 

昭和５５年５月１０日一部改正     平成１１年５月 ７日一部改正 

昭和５６年５月 ９日一部改正     平成１２年５月１０日一部改正 

昭和５７年５月 ８日一部改正     平成１４年５月 ９日一部改正 

昭和５８年５月 ７日一部改正     平成１５年５月１０日一部改正 

昭和５９年５月１２日一部改正     平成１６年５月 ８日一部改正 

昭和６０年５月１１日一部改正     平成１７年５月 ７日一部改正 

昭和６１年５月１０日一部改正     平成２０年５月１０日一部改正 

昭和６２年５月１６日一部改正     平成２６年５月１０日一部改正 

昭和６３年５月 ７日一部改正     令和 ３年５月１４日一部改正 

平成 元年５月 ６日一部改正     令和 ４年５月 ７日一部改正 

平成 ２年５月１２日一部改正     令和 ６年５月１１日一部改正 

平成 ３年５月１１日一部改正     令和 ８年５月 ９日一部改正 

平成 ５年５月１５日一部改正      

平成 ６年５月１３日一部改正      

平成 ７年５月１２日一部改正      

平成 ８年５月１２日一部改正      
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令和８年度 事業推進計画（案） 

年間テーマ 

「つながりを力に 

～持続可能で魅力あるＰＴＡへ～」 
 

昨年度は「誇れるＰＴＡを目指して」を年間テーマとして、全国にも、単位ＰＴＡにも誇

れる連合会を目指し、必要とされ選ばれるＰＴＡ、自信をもって安心して活動できるＰＴＡ、

今まで以上に強いＰＴＡづくりに取り組んできました。 

その成果として、各単位ＰＴＡにおける主体的な活動の広がりや、保護者同士・学校・

地域との連携の重要性が改めて認識され、ＰＴＡ活動の価値が再確認されました。一方

で、担い手不足や活動の負担感、価値観の多様化など、持続可能な運営に向けた課題も見

えてきました。 

令和８年度は、これらの成果と課題を踏まえ、「つながり」を基盤としながら、無理な

く継続できる体制づくりと、誰もが参加しやすく魅力を感じられるＰＴＡ活動の推進を図

ります。保護者・学校・地域が互いに支え合い、子どもたちの健やかな成長を中心に据え

た活動を展開することで、次世代へとつながる持続可能なＰＴＡの実現を目指します。 

 

 

①単位ＰＴＡへの支援 

●活動活性化のための支援事業（子育てについて学ぶＰＴＡ研究大会） 

・令和９年２月１３日（土）「第７２回松山市ＰＴＡ研究大会」（総合コミュニティセンタ

ー）を開催する。 

・情報交換の充実を図る「会長会」を開催する。 

・広報活動の充実に資する「広報研修会」を開催する。 

・「ブロック運営協議会」の充実を図る。 

●単位ＰＴＡへの財政支援 

・「まつやまっ子総合保障制度」に係る事務手数料収入を活用し、単位ＰＴＡの活動を支

援する（事務委託費）。 

 

 

 

 

議案第４号 
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②家庭教育力の向上につながる支援 

●ネットモラルに関する知識の向上 

・「第２回まつやまネットサミット」（令和８年９月１３日（日）青少年センター）の開催 

●単位ＰＴＡの研修事業支援 

・坊っちゃん学習委託事業および企画事業を通じて、各単位ＰＴＡの研修活動を支援す

る。 

 

 

③ＰＴＡ活動充実のための情報発信 

●ＰＴＡ運営ガイドラインの活用促進 

●全国のＰＴＡ関係団体との情報交換および連携の推進 

 

 

④学校教育への応援 

●子どもたちの学びや生活環境の充実に寄与するＰＴＡ活動の推進 

●多くの人々の協力を得られる魅力あるＰＴＡ活動の推進 

●保護者と学校との円滑なコミュニケーションの促進 

 

 

⑤地域との協働 

●関係団体との協働および行政関係各課との連携の推進 

 

 

⑥子どもが活躍できる場の提供・親子ふれあい事業の実施 

●「キッズジョブまつやま２０２６」の開催 

（令和８年１１月１５日（日） 総合コミュニティセンター） 

 

 

⑦子どもが安全に安心して生活できる環境の構築 
●ネットモラルに関する研修会の充実 

・大学生によるネットモラル授業を実施する（９月・２月）。 

●子どもを取り巻く諸課題について学ぶ機会の充実 

●単位ＰＴＡおよび地域主体による見守り活動の充実 

●いじめ問題・人権問題等について親子で考える機会の充実 

●大人同士が連携し、支え合う安全・安心な地域環境づくりの推進 
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⑧広報活動による応援 

●広報紙の発行 

●ホームページの充実 

 

 

その他の活動 

・必要に応じて各種活動の支援を行う。 
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令
和
８
年
度
Ｐ
Ｔ
Ａ
活
動
推
進
事
業
委
託
一
覧

事
業
名

ね
ら
い

対
象

期
間

回
数

場
所

備
考

委
託
料
(円

）

親
学
推
進
事
業

子
ど
も
の
健
全
育
成
に
必
要
な
知
識
や
経
験
を
共
有
す
る
機
会
を
設

け
る
。

学
校
教
育
・
家
庭
教
育
・
社
会
教
育
・
人
権
教
育
な
ど
の
学
習
会
の

開
催
。

Ｐ
Ｔ
Ａ
会
員

４
月
～
３
月

３
回
以
上

松
山
市
内

8
0
0
,0
0
0

坊
っ
ち
ゃ
ん
学
習

保
護
者
と
学
校
の
交
流
を
促
進
す
る
こ
と
で
、
そ
れ
ぞ
れ
が
果
た
す

べ
き
役
割
を
再
認
識
す
る
機
会
を
創
出
し
て
児
童
生
徒
の
健
全
育
成

に
繋
げ
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

Ｐ
Ｔ
Ａ
会
員

４
月
～
３
月

３
回
以
上

６
時
間
以
上

各
学
校

＠
30
,0
00
×
83
単
位
Ｐ
Ｔ
Ａ

2
,4
9
0
,0
0
0

ブ
ロ
ッ
ク
広
域
事
業

文
化
ス
ポ
ー
ツ
交
流
や
研
修
会
を
ブ
ロ
ッ
ク
広
域
で
共
同
開
催
す
る

こ
と
で
、
単
位
Ｐ
Ｔ
Ａ
の
相
互
連
携
を
促
進
し
て
、
健
全
育
成
の
広

域
連
携
を
図
る
。
ま
た
、
こ
の
事
業
を
通
し
て
指
導
者
相
互
の
交
流

や
Ｐ
Ｔ
Ａ
活
動
推
進
上
の
問
題
点
に
つ
い
て
の
相
互
研
修
の
機
会
を

創
出
す
る
。

（
交
流
事
業
）

　
・
文
化
ス
ポ
ー
ツ
交
流
会
、
地
域
活
動
推
進
事
業
な
ど

（
研
修
事
業
）

　
・
指
導
者
研
修
会
、
家
庭
教
育
研
究
会
（
講
演
会
を
含
む
）
な
ど

Ｐ
Ｔ
Ａ
会
員

４
月
～
３
月

交
流
事
業
・
研

修
事
業
そ
れ
ぞ

れ
か
ら
各
一
事

業
以
上
実
施

各
学
校

各
ブ
ロ
ッ
ク

＠
50
,0
00
×
11
ブ
ロ
ッ
ク

5
5
0
,0
0
0

企
画
事
業

保
護
者
と
学
校
・
単
位
Ｐ
Ｔ
Ａ
の
相
互
交
流
を
促
進
し
て
、
児
童
生

徒
の
健
全
育
成
に
繋
げ
る
こ
と
を
目
的
に
、
坊
っ
ち
ゃ
ん
学
習
事

業
、
及
び
ブ
ロ
ッ
ク
広
域
事
業
の
枠
外
の
取
組
と
し
て
実
施
す
る
。

Ｐ
Ｔ
Ａ
会
員

４
月
～
３
月

年
間

各
学
校

各
ブ
ロ
ッ
ク

実
施
希
望
PT
A・

ブ
ロ
ッ
ク

企
画
書
に
基
づ
き
審
査
会
で

査
定

7
0
0
,0
0
0

親
子
ふ
れ
あ
い
事
業

（
キ
ッ
ズ
ジ
ョ
ブ
ま
つ

や
ま
20
26
）

親
子
の
ふ
れ
あ
い
を
深
め
な
が
ら
、
健
全
な
親
子
関
係
の
形
成
に
つ

な
が
る
体
験
活
動
を
実
施
す
る
。

（
松
山
市
内
の
小
中
学
生
に
仕
事
の
意
義
・
仕
組
み
・
や
り
方
を
体

験
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
働
く
こ
と
の
楽
し
さ
や
厳
し
さ
を
学
び
、

地
元
企
業
へ
の
関
心
と
理
解
を
深
め
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
）

児
童
生
徒

１
１
月
１
５
日

１
回

松
山
市
総
合

コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ

セ
ン
タ
ー

参
加
費
あ
り

申
し
込
み
多
数
の
場
合
抽
選

4
,2
0
0
,0
0
0

第
７
２
回

松
山
市
Ｐ
Ｔ
Ａ

研
究
大
会

子
ど
も
を
取
り
ま
く
社
会
環
境
や
、
そ
れ
ら
に
対
す
る
Ｐ
Ｔ
Ａ
の
あ

り
方
に
つ
い
て
共
通
認
識
す
る
機
会
を
創
出
し
、
子
ど
も
の
健
全
育

成
活
動
の
充
実
を
図
る
。

Ｐ
Ｔ
Ａ
会
員

２
月
１
３
日

１
回

松
山
市
総
合

コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ

セ
ン
タ
ー

希
望
者

4
0
0
,0
0
0
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会
議
・
行
事
名

開
催
日

開
催
時
間

開
催
場
所

対
象
者

参
加
依
頼

人
数
等

参
加
費

そ
の
他

会
長
会
・
懇
親
会
①

６
月
６
日
（
土
）

午
後

エ
ス
ポ
ワ
ー
ル
愛
媛
文
教
会
館

Ｐ
Ｔ
Ａ
会
長

懇
親
会
費

ま
つ
や
ま
ネ
ッ
ト
サ
ミ
ッ
ト

９
月
１
３
日
（
日
）

午
後

松
山
市
青
少
年
セ
ン
タ
ー

大
ホ
ー
ル

Ｐ
Ｔ
Ａ
会
員

児
童
生
徒

希
望
者

な
し

キ
ッ
ズ
ジ
ョ
ブ
ま
つ
や
ま
２
０
２
６

１
１
月
１
５
日
（
日
）

未
定

松
山
市
総
合
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

児
童
生
徒

希
望
者

あ
り

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

ス
タ
ッ
フ

依
頼

第
７
２
回
松
山
市
Ｐ
Ｔ
Ａ
研
究
大
会

２
月
１
３
日
（
土
）

午
後

松
山
市
総
合
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

キ
ャ
メ
リ
ア
ホ
ー
ル

Ｐ
Ｔ
Ａ
会
員

希
望
者

な
し

会
長
会
・
懇
親
会
②

３
月
６
日
（
土
）

午
後

未
定

Ｐ
Ｔ
Ａ
会
長

懇
親
会
費

令
和
８
年
度
　
月
別
事
業
予
定

　
※
理
事
会
・
執
行
部
会
・
委
員
会
は
、
随
時
開
催
す
る
。

　
※
予
定
が
変
更
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
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議案第５号

収入の部 （単位：円）

８年度予算額（A) ７年度予算額（B) 前年比増減(A)-(B)

1,340,000 1,440,000 △ 100,000 保護者会員児童生徒数＠40×33,500人 1,340,000

1,500,000 1,500,000 0 運営補助金 1,500,000

坊っちゃん学習＠30000×83校 2,490,000

ブロック広域事業＠50000×11ブロック 550,000

企画事業 700,000

親子ふれあい事業 4,200,000

ＰＴＡ研究大会 400,000

親学推進事業 800,000

1,000,000 1,000,000 0 親子ふれあい事業参加者負担金 1,000,000

27,845 11 27,834 預金利息他 27,845

42,155 29,989 12,166 ７年度繰越金 42,155

13,050,000 13,110,000 △ 60,000

支出の部

８年度予算額(Ｃ) ７年度予算額(Ｄ) 前年比増減（Ｃ）-(D)

会　議　費 100,000 250,000 △ 150,000 会長会・理事会等運営費

旅　　　費 300,000 300,000 0 役員年間市内旅費

事  務  費 1,600,000 1,600,000 0 事務局職員賃金・手当

消耗品費 20,000 20,000 0 事務用消耗品　

印刷製本費 50,000 50,000 0 賞状・封筒印刷代

通信運搬費 80,000 80,000 0

慶　弔　費 60,000 60,000 0 慶弔費　他

振込手数料 50,000 0 50,000

小　　　計 2,260,000 2,360,000 △ 100,000

研　修　費 50,000 50,000 0 委員会・各種研修会運営費

大　会　費 700,000 700,000 0
定期総会・ＰＴＡ研究大会運営費
各種研修会参加費

広　報　費 30,000 30,000 0 広報紙コンクール運営費

坊っちゃん学習事業費 2,490,000 2,490,000 0 @30,000×83校

企画事業 700,000 700,000 0 単位ＰＴＡ・ブロック

ブロック広域 事業費 550,000 550,000 0 @50,000×11ブロック

親学推進事業 800,000 800,000 0

親子ふれあい事業費 5,200,000 5,200,000 0 キッズジョブまつやま

ネットモラル授業費 150,000 150,000 0

小　　　計 10,670,000 10,670,000 0

100,000 70,000 30,000 各種会議負担金等

20,000 10,000 10,000

13,050,000 13,110,000 △ 60,000

収入合計 13,050,000 円
支出合計 13,050,000 円

説　　明

令和８年度　一般会計予算書（案）

項　　目 説　　明

会　　費

補 助 金

委託料 9,140,000 9,140,000 0

参加者負担金

諸 収 入

繰 越 金

合　　　計

項    目

合　　　計

運
営
費

郵送料・通信費

活
動
費

学校教育・家庭教育・社会教育・人権教育・安心安全教育　等　年間3回以上

各種負担金

予　備　費
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収入の部 　 （単位：円）

８年度予算額(Ａ) ７年度予算額(B) 前年比増減(A)-(B)

5,800,000 6,000,000 △ 200,000
傷害保険・賠償責任保険
200×29,000世帯

5,800,000

1,600,000 2,120,000 △ 520,000 集金事務手数料 1,600,000

850,000 800,000 50,000 まつやまっ子総合保障制度（損保ジャパン） 850,000

3,000 3,000 0 安全グッズ斡旋 3,000

18,340 1,968 16,372 預金利息他 18,340

安全互助会 1,723,552

共済会 237,063

子ども総合保険 2,168,045

12,400,000 12,120,000 280,000

支出の部

８年度予算額（Ｃ） ７年度予算額（Ｄ） 前年比増減（C)-（D)

傷害保険 2,200,000

賠償責任保険 300,000

200,000 200,000 0

1,200,000 1,200,000 0

300,000 300,000 0

500,000 500,000 0

400,000 200,000 200,000

200,000 200,000 0

1,000,000 1,000,000 0

1,000,000 1,000,000 0

50,000 0 50,000

4,850,000 4,600,000 250,000

500,000 500,000 0

100,000 100,000 0 重大事故についての調査費

600,000 600,000 0

1,200,000 1,000,000 200,000 ネットモラル授業等

10,000 10,000 0 安全グッズ購入費等

400,000 400,000 0 各種活動支援

1,610,000 1,410,000 200,000

1,000,000 1,000,000 0 PTA会費引落手数料

1,200,000 1,500,000 △ 300,000

150,000 150,000 0

200,000 200,000 0

290,000 110,000 180,000

12,400,000 12,120,000 280,000

収入合計 12,400,000 円

支出合計 12,400,000 円

35,000,000 円（全額保険会社へ支払い）

合計

※まつやまっ子総合保障預り金

予備費

活
動
費

安心安全活動費

安全活動支援費

こども活動支援費

小計

口座振替手数料

事務委託費 一律額＋まつやまっ子加入数

租税公課

報酬 税理士報酬等

コピー機リース代・トナーカウント代等

振込手数料

小　計

事
業
費

見舞金・弔慰金 保険会社の委託保証外の見舞金

実態調査費

小　計

制度運営費
まつやまっ子総合保障制度運営費（振込手数料・データ処理料・
収納代行委託料・郵券代・はがき代等）

運
営
費

会議費 役員会・判定委員会、監査会ほか

事務費 事務局職員賃金・手当

消耗品費

通信運搬費 切手・ハガキ代・通信費

事務所運営費

合計

説　　　明

保険料 2,500,000 2,550,000 △ 50,000

事務用消耗品費

印刷製本費 広報紙・単Ｐ配布資料等

ホームページ維持管理費 ホームページ維持管理費

933,628

令和８年度　松山市ＰＴＡ共済会予算書（案）

説　　　明

分担金

事務手数料

制度運営費

安全活動推進費

諸収入

繰越金 4,128,660 3,195,032
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収入の部 （単位：円）

８年度予算額(Ａ) ７年度予算額(Ｂ) 前年比増減(A)-(B)

0 0 0

0 0 0

支出の部

８年度予算額(Ｃ) ７年度予算額(Ｄ) 前年比増減（Ｃ）-(D)

0 0 0

0 0 0

収入合計 0 円

支出合計 0 円

（単位：円）

積立金 利息 合計

1,947,805 0 3,000 1,950,805 0 1,950,805

（単位：円）

積立金 利息 合計

13,513,478 0 3,000 13,516,478 0 13,516,478

合計

令和８年度  特別会計予算書（案）

項　　目 説明

諸収入

運営積立金

項　　目 説明

繰出金

合計

令和８年度  積立金会計予算書（案）

項目 前年度積立金
積立金繰入

積立金とりくずし 積立金残高

共済会危険度積立金

令和８年度  松山市ＰＴＡ共済会積立金会計予算書（案）

項目 前年度積立金
積立金繰入

積立金とりくずし 積立金残高
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ﾌﾞﾛｯｸ 学 校 名 令和８年度
見込人数 負担金 ﾌﾞﾛｯｸ 学 校 名 令和８年度

見込人数 負担金 ﾌﾞﾛｯｸ 学 校 名 令和８年度
見込人数 負担金

湯 山 小 306 12,240 新 玉 小 456 18,240 和 気 小 536 21,440

日浦 小中 55 2,200 雄 郡 小 331 13,240 堀 江 小 472 18,880

五明 校区 27 1,080 たちばな小 475 19,000 潮 見 小 522 20,880

伊 台 小 300 12,000 味 酒 小 669 26,760 久 枝 小 412 16,480

湯 山 中 167 6,680 清 水 小 371 14,840 みど り小 388 15,520

⑥ 旭 中 172 6,880 双 葉 小 579 23,160 内 宮 中 404 16,160

久 米 小 696 27,840 姫 山 小 444 17,760 北 中 225 9,000

北久 米小 506 20,240 雄 新 中 614 24,560 ⑧ 鴨 川 中 492 19,680

小 野 小 809 32,360 城 西 中 377 15,080 浅 海 小 24 960

荏 原 小 296 11,840 ⑩ 勝 山 中 576 23,040 難 波 小 36 1,440

坂 本 小 29 1,160 生 石 小 701 28,040 立 岩 小 18 720

福 音 小 530 21,200 味 生 小 536 21,440 正 岡 小 43 1,720

窪 田 小 321 12,840 味生第二小 573 22,920 北 条 小 354 14,160

久 米 中 797 31,880 垣 生 小 770 30,800 河 野 小 213 8,520

小 野 中 393 15,720 余 土 小 714 28,560 粟 井 小 248 9,920

⑩ 久 谷 中 201 8,040 さく ら小 671 26,840 北条 北中 273 10,920

石 井 小 746 29,840 津 田 中 365 14,600 ⑨ 北条 南中 231 9,240

石井 北小 671 26,840 西 中 582 23,280 33,500 1,340,000

椿 小 850 34,000 垣 生 中 360 14,400

石井 東小 812 32,480 ⑩ 余 土 中 488 19,520

浮 穴 小 448 17,920 三津 浜小 137 5,480

南 中 628 25,120 宮 前 小 587 23,480

椿 中 454 18,160 高 浜 小 224 8,960

⑧ 南第 二中 608 24,320 興居 島小 22 880

道 後 小 620 24,800 釣島 分校

湯 築 小 396 15,840 三津 浜中 506 20,240

桑 原 小 903 36,120 高 浜 中 87 3,480

附 属 小 520 20,800 ⑦ 興居 島中 21 840

道 後 中 459 18,360 睦 月 小

桑 原 中 520 20,800 野忽 那小

⑦ 附 属 中 353 14,120 中 島 小 31 1,240

番 町 小 294 11,760 怒 和 小

東 雲 小 311 12,440 津和 地小

八 坂 小 110 4,400 二 神 小

素 鵞 小 404 16,160 ② 中 島 中 35 1,400

東 中 255 10,200

⑥ 拓 南 中 340 13,600

令和８年度　ＰＴＡ会費一覧表（案）

1

４

７

２Ａ

８

５

２Ｂ

８３ＰＴＡ

６Ａ

３Ａ

６Ｂ

３Ｂ

令和８年度

保護者会員児童生徒数（見込数）×４０円
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議案第６号
　

役職名 単Ｐ名 役職名 単Ｐ名

会 　長

T

T

会計

事務局長

６Ａ

６Ｂ

7

副会長

監事

令和８年度 松山市小中学校ＰＴＡ連合会 役員名簿

氏 名 氏 名

ブロック
理　事

1

２Ａ

２Ｂ

３Ａ

３Ｂ

8

4

5
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（別表） 

松山市小中学校ＰＴＡ連合会ブロック編成表 

ブロック ＰＴＡ数 小中学校 

１  ６ 
湯山小 

伊台小 

日浦小中 

五明校区 

湯山中 

旭中 

２Ａ １０ 

久米小 

福音小 

小野小 

荏原小 

北久米小 

窪田小 

坂本小 

 

久米中 

小野中 

久谷中 

 

２Ｂ ８ 

浮穴小 

石井小 

椿小 

石井東小 

石井北小 

 

南中 

椿中 

南第二中 

３Ａ ７ 

道後小 

桑原小 

附属小 

湯築小 

 

 

道後中 

桑原中 

附属中 

３Ｂ ６ 
東雲小 

素鵞小 

番町小 

八坂小 

東中 

拓南中 

４ １０ 

新玉小 

味酒小 

たちばな小 

雄郡小 

双葉小 

清水小 

姫山小 

 

雄新中 

城西中 

勝山中 

 

５ １０ 

生石小 

味生小 

垣生小 

 

余土小 

味生第二小 

さくら小 

 

西中 

津田中 

垣生中 

余土中 

６Ａ ７ 

三津浜小 

高浜小 

 

宮前小 

興居島小 

 

三津浜中 

高浜中 

興居島中 

６Ｂ ２ 
中島小  中島中 

７ ８ 

和気小 

みどり小 

潮見小 

堀江小 

久枝小 

 

内宮中 

北中 

鴨川中 

８ ９ 

浅海小 

難波小 

立岩小 

 

正岡小 

北条小 

河野小 

粟井小 

北条北中 

北条南中 

 

 

計 ８３ 小学校 ５３校 小・中学校１校 中学校 ２９校 
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松山市小中学校ＰＴＡ連合会代議員に関する規則 

 

制定 平成１５年５月１０日 

 

第１条 松山市小中学校ＰＴＡ連合会会則（以下「会則」という。）第８条第１項により

この規則を定める。 

 

第２条 総会を構成する単位ＰＴＡの代議員数は、ＰＴＡ保護者会員の児童生徒１００人

に満たない場合は１人、１００人から１９９人は２人、２００人以上の場合は２００人

増すごとに１名を加えた人数とし、６００人以上は５人とする。 

 

第３条 この規則の改正は、会則第９条第３項により会長会において行う。 

 

平成１６年 ２月２４日 一部改正 

平成１７年 ３月 ２日 一部改正 

平成２０年 ３月１８日 一部改正 

令和 ３年 ５月１４日 一部改正 

令和 ６年 ５月１１日 一部改正 
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ﾌﾞﾛｯｸ 学 校 名 保護者会員
児童生徒数 代議員数 ﾌﾞﾛｯｸ 学 校 名 保護者会員

児童生徒数 代議員数 ﾌﾞﾛｯｸ 学 校 名 保護者会員
児童生徒数 代議員数

湯 山 小 333 3 新 玉 小 496 4 和 気 小 587 4

日 浦 小 中 60 1 雄 郡 小 360 3 堀 江 小 516 4

五 明 校 区 29 1 たちばな小 515 4 潮 見 小 571 4

伊 台 小 326 3 味 酒 小 726 5 久 枝 小 452 4

湯 山 中 182 2 清 水 小 403 4 み ど り 小 425 4

⑥ 旭 中 187 2 双 葉 小 628 5 内 宮 中 443 4

久 米 小 755 5 姫 山 小 483 4 北 中 247 3

北 久 米 小 549 4 雄 新 中 666 5 ⑧ 鴨 川 中 538 4

小 野 小 879 5 城 西 中 410 4 浅 海 小 26 1

荏 原 小 322 3 ⑩ 勝 山 中 625 5 難 波 小 39 1

坂 本 小 32 1 生 石 小 761 5 立 岩 小 20 1

福 音 小 575 4 味 生 小 581 4 正 岡 小 47 1

窪 田 小 349 3 味生第二小 622 5 北 条 小 388 3

久 米 中 866 5 垣 生 小 837 5 河 野 小 234 3

小 野 中 427 4 余 土 小 775 5 粟 井 小 272 3

⑩ 久 谷 中 218 3 さ く ら 小 728 5 北 条 北 中 299 3

石 井 小 810 5 津 田 中 397 3 ⑨ 北 条 南 中 253 3

石 井 北 小 728 5 西 中 631 5 36,427 290

椿 小 924 5 垣 生 中 391 3

石 井 東 小 883 5 ⑩ 余 土 中 529 4

浮 穴 小 487 4 三 津 浜 小 149 2

南 中 681 5 宮 前 小 637 5

椿 中 494 4 高 浜 小 243 3

⑧ 南 第 二 中 660 5 興 居 島 小 24 1

道 後 小 673 5 釣 島 分 校 -

湯 築 小 430 4 三 津 浜 中 549 4

桑 原 小 981 5 高 浜 中 95 1

附 属 小 564 4 ⑦ 興 居 島 中 23 1

道 後 中 498 4 睦 月 小

桑 原 中 564 4 野 忽 那 小

⑦ 附 属 中 384 3 中 島 小 34

番 町 小 320 3 怒 和 小

東 雲 小 338 3 津 和 地 小

八 坂 小 120 2 二 神 小

素 鵞 小 439 4 ② 中 島 中 38

東 中 277 3

⑥ 拓 南 中 370 3

400～599＝4

令和８年度　松山市小中学校ＰＴＡ連合会定期総会代議員数

100未満＝1

100～199＝2

200～399＝3

令和７年度
保護者会員

児童生徒数を基準

600以上＝5

1

４

７

２Ａ

８

５

２Ｂ

合計

６Ａ

３Ａ

６Ｂ
2

３Ｂ
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松山市小中学校ＰＴＡ連合会慶弔規定 

１．弔事 

（１）市Ｐ連役員、単Ｐ役員、教職員、ＰＴＡ会員、児童生徒、単Ｐ事務局が死亡した場合

は、単Ｐ会長もしくは単Ｐ事務局を通じて市Ｐ連事務局まで連絡する。 

市Ｐ連事務局より弔電を送り弔慰を表す他、以下の弔慰金を支出する。 

 

 

２．見舞 

 

３．慶事 

市Ｐ連が推薦した個人及び団体が、文部科学大臣などの表彰を受けた場合は、祝金を贈り 

祝意を表わす。 

 

個人・団体 ２０，０００円 

 

４．その他 

（１）市Ｐ連事務局職員に上記の該当があった時は、市Ｐ連役員と同じ扱いにする。 

 

（２）その他、本会と関係のある者について、会長が認めた者については会長が決定する。 

 

 

平成２５年５月１１日 一部改正 

平成３０年５月１２日 一部改正 

令和 ３年５月１４日 一部改正 

令和 ６年９月１１日 一部改正 

市Ｐ連役員 

単Ｐ会長 

学校長 

本 人 １０，０００ 弔電・供花 

上記以外のＰＴＡ会員（保護者・

教職員） 

児童生徒 

単Ｐ事務局 

本 人 １０，０００ 弔電 

市Ｐ連役員・単Ｐ会長 
５，０００円程度 

（入院等１週間以上の場合） 
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松山市小中学校ＰＴＡ連合会旅費規定 

（平成１９年５月１２日制定） 

 

１． 県内 

（１） 市Ｐ連役員が、用務を帯びて県内に出張する場合、船車賃は単位ＰＴＡ

事務局所在地から用務地までの実費を支給する。ただし、旅費の請求には、

高速道路利用証明書・会議の開催通知等の書類を提出すること。 

（２） 島しょ部のＰＴＡ会員が、市Ｐ連・県Ｐ連の用務を帯びて出張する場合、

船車賃は単位ＰＴＡ事務局所在地から用務地までの実費を支給する。ただ

し、旅費の請求には、乗船証明書等の書類を提出すること。 

（３） 島しょ部のＰＴＡ会員が、市Ｐ連・県Ｐ連の用務を帯びて出張し、当日

中の帰宅が困難な場合は、１０，０００円を限度に宿泊費の実費を支給す

る。ただし、宿泊費の請求には、ホテル領収書等の書類を提出すること。 

 

２． 県外 

（１） 市Ｐ連役員、市Ｐ連事務局職員が、用務を帯びて県外に出張する場合、

別に定める松山市ＰＴＡ連合会旅費規程に準じて支給する。ただし、用務

の性質、予算執行の現況、その他の事由により旅費を支給し難い場合は、

限定支給することができる。 
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令和３年６月２６日 一部改正 

令和６年９月１１日 一部改正 

鉄
道
・
特
急
急
行
運
賃 

・鉄道、新幹線、特急及び急行を運行している路線において、これを利

用することが「最も経済的な通常の経路及び方法」である場合、時刻表

等を参照し計算する。 

・座席指定料金は、グリーン車両以外の車両に座席指定のある場合のみ

支給する。 

船
賃 

・高速船の就航している水路については、これを利用する。 

航
空
賃 

・航空賃については往復割引運賃により計算する。なお、同一路線で複

数の航空会社が運行する場合で、航空会社によって航空賃が違うとき

は、搭乗日の実際に利用できる時間帯の安い航空会社の航空賃とする。 

・往復以外の割引制度を利用する場合は、利用する割引制度の運賃によ

り計算する。 

・旅程により片道しか利用しない場合は、片道の普通運賃により計算す

る。 

宿
泊
料 

・用務上の理由により宿泊が必要な場合は、１泊当たり１０，０００円

を限度に実費を支給する。 

34



松山市小中学校ＰＴＡ連合会役員選考委員会運営規則 

 

制定 令和３年５月１４日 

（目的） 

第１条 松山市小中学校ＰＴＡ連合会会則（以下「会則」という。）第６条第２項によ

りこの規則を定める。 

 

（構成） 

第２条 役員選考委員会（以下「委員会」という）は、各ブロックから選出した１名に、

松山市小中学校ＰＴＡ連合会（以下「連合会」という）現執行部役員１名を加えた 

１２名以内で構成する。 

２ 役員選考委員（以下「委員」という）が連合会役員として推薦された場合は、推薦

された委員の属するブロック内において委員の交替を行う。現執行部役員委員におい

ては、他の執行部役員と交替する。 

３ 委員は委員会において委員長を互選する。 

 

（委員長の責務） 

第３条 委員長は総会において推薦者を報告する。 

２ 委員長は現会長の連合会会長職継続の意思を確認したうえで委員会に諮る。 

 

（委員の責務） 

第４条 委員は各ブロックを代表して連合会役員の推薦を行う。 

 

（委員会） 

第５条 第１回目の委員会は連合会会長が招集する。 

 ２回目以降の委員会の開催及び運営については委員会で決定する。 

 

（役員推薦者の選考） 

第６条 役員推薦者の選考に関する基準等は別に定める。 

 

（規則の改廃） 

第７条 この規則の改正は、会則第１０条第２項により理事会において行う。 

 

 

 

令和６年１１月７日 一部改正 
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役員選考基準 

制定 令和６年１１月７日 

 

１ 役員候補者には、全体の利益のために発言・行動できるものを推薦する。 

 

２ 会長候補者には、過去５年以内に連合会執行部役員を経験したものを推薦する。 

 

３ 会長候補者には、公職選挙法により選出されたもの（議員）を推薦しない。 

 

４ 会長候補者は、第１回選考委員会の時点で、単位ＰＴＡ会長を１年以上経験してい

るものに限る。 
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松山市小中学校ＰＴＡ連合会 個人情報取扱規則 

 

（目的） 

第１条 松山市小中学校ＰＴＡ連合会（以下、「本会」という)が保有する個人情報の適

正な取扱いと活動の円滑な運営を図るため、個人の権利・利益を保護することを目的

に、 ＰＴＡ役員名簿・会員名簿・行事などの記録や写真及びその他の個人情報デー

タベース(以下、「個人情報データベース」という)の取扱いについて定めるものとす

る。 

 

（責務） 

第２条 本会は、個人情報保護に関する法令を遵守すると共に、ＰＴＡ活動において個

人情報の保護に努めるものとする。 

 

（管理者） 

第３条 本会における個人情報データベースの管理者は、会長とする。 

 

（取扱者） 

第４条 本会における個人情報データベース取扱者は、役員・事務局長・事務局員とす

る。 

 

（秘密保持義務） 

第５条 個人情報データベースの管理者・取扱者は、職務上知りうることができた個人

情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。その職を退い

た後も同様とする。 

 

（収集方法） 

第６条 本会は、個人情報を収集するときは、あらかじめその個人情報の利用目的を決

め、本人に明示する。 

 

（周知） 

第７条 個人情報取扱いの方法は、総会資料や広報紙等で会員に周知する。 

 

（利用） 

第８条 取得した個人情報は、次の目的に沿った利用を行うものとする。 

（１）文書の送付 

（２）役員名簿の作成 

（３）役員選出 

（４）広報紙、ホームページへの掲載 
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（利用目的による制限） 

第９条 本会はあらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定された利用目

的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 

 

（管理） 

第１０条 個人情報は管理者又は取扱者が保管するものとし、適正に管理する。また、

不要となった個人情報は管理者立ち合いのもとで、適正かつ速やかに廃棄するものと

する。 

 

（保管及び持ち出し等） 
第１１条 個人情報データベース、個人データを取り扱う電子機器等については、ウイ

ルス対策ソフトを入れるなど適切な状態で保管することとする。また、持ち出す場合

は、電子メールでの送付も含め、ファイルにパスワードをかけるなど適切に行うこと

とする。 
 

（第三者提供の制限） 
第１２条 個人情報は次にあげる場合を除き、あらかじめ本人の同意を得ないで第三者

に提供してはならない。 
（１）法令に基づく場合 
（２）人の生命、身体または財産の保護のために必要な場合 
（３）公衆衛生の向上または児童生徒の健全育成の推進に必要がある場合 
（４）国の機関もしくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令を定める事務 

を遂行することに対して協力する必要がある場合 
 

（第三者提供に係る記録の作成等） 
第１３条 本会は、個人情報を第三者（第１２条（１）から（４）の場合を除く）に提

供したときは、次の項目について記録を作成し保存する。 
（１）第三者の氏名 
（２）提供する対象者の氏名 
（３）提供する情報の項目 
（４）対象者の同意を得ている旨 

 

（第三者提供を受ける際の確認等） 
第１４条 第三者（第１２条（１）から（４）の場合を除く）から個人情報の提供を受

けるときは、次の項目について記録を作成し保存する。 
（１）第三者の氏名 
（２）第三者が個人情報を取得した経緯 
（３）提供を受ける対象者の氏名 
（４）提供を受ける情報の項目 
（５）対象者の同意を得ている旨(事業者でない個人から提供を受ける場合は記録不

要) 
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（情報の開示） 
第１５条 本会は、本人から個人情報の開示、利用停止、追加、削除を求められたとき

は、法令に沿ってこれに応じる。 
 

（漏えい時等の対応） 
第１６条 個人情報データベースを漏えい等(紛失含む)したおそれがあることを把握

した場合は、直ちに管理者に報告する。 
 

（研修） 
第１７条 本会は、役員・会員に対して、定期的に、個人データの取扱いに関する留意

事項について、研修を実施するものとする。 
 

（苦情の処理） 
第１８条 本会は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなけれ

ばならない。 

 

（改正） 

第１９条 法令の改正または実務上の不備が発生した場合は、理事会において審議し承

認をもって改定することができる。なお、本規則を改定した場合は、第７条に定める

周知方法をもって会員へ周知するものとする。 
 

附則 本規則は、令和２年６月１６日より施行する。 
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松山市小中学校ＰＴＡ連合会 出向者規定 

 

第 1 条（目的） 

本規定は、松山市小中学校 PTA 連合会（以下「本会」という。）に所属する会員が、

PTA 関係外部団体（以下「外部団体」という。）へ出向する際に、その目的および責任なら

びに行動規範を明確にし、適正かつ透明性の高い活動を確保することを目的とする。 

 

第 2 条（PTA 関係外部団体） 

前項に定める外部団体は、主に日本 PTA 全国協議会、一般社団法人全国 PTA 連絡

協議会、愛媛県 PTA 連合会等を指定する。 

 

第３条（出向の定義） 

本規定における「出向」とは、外部団体の役員、委員、協議会役員等として活動することを

いう。 

 

第４条（出向者の資格） 

出向者は、本会の会員であり、かつ本会の活動理念を理解し、誠実な行動が期待できる

者とする。過去に本会又は他団体において重大な規律違反が認められた者は、原則として

出向者としない。 

 

第５条（承認申請） 

外部団体への出向を希望する者、又は推薦を受けた者は、所定の様式により、次の事項

を記載した申請書を提出しなければならない。  

（１） 出向先団体名及び役職・役割  

（２） 出向の目的 

(3) 活動内容の概要  

（4） 活動に対する抱負 

（5） 任期及び活動頻度 

上項の申請は、単位 PTA 会長およびブロック理事の連名をもって、本会会長宛てに提出

するものとする。 

 

第６条（承認手続） 

出向の可否は、執行部会または理事会において審議し、承認をもって決定する。必要に

応じて、申請者からの説明又は質疑の機会を設けることができる。 
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第７条（行動規範） 

出向者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１） 法令及び外部団体の規程等を遵守すること。 

（2） 公的資金、会費、補助金等の取扱いについて最大限の注意と透明性を確保すること。 

（3） 本会の名誉及び信用を損なう行為を行わないこと。 

（4） 個人的利益又は特定者の利益誘導を目的とした行動を行わないこと。 

 

第８条（報告義務） 

出向者は、原則として年度ごとに、活動報告書を本会に提出しなければならない。本会か

ら求めがあった場合は、随時活動状況を説明するものとする。 

 

第９条（承認の取消し） 

出向者が次のいずれかに該当する場合、本会は承認を取り消すことができる。 

（1） 本規定又は行動規範に違反したとき。 

（2） 出向先団体において不適切な行為が認められたとき。 

（3） 本会の信用を著しく損なう行為があったとき。 

 

第 10 条（規定の改廃） 

本規定の改正は、会則第 10 条第 2 項により理事会において行う。 

 

 

附則 

本規定は、令和 8 年 1 月 28 日より施行し、令和 8 年度より適用する。 
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第５条様式 

年    月    日 

松山市小中学校 PTA 連合会長 様 

 

出 向 申 請 書 

 

ブ ロ ッ ク 理 事 名  

ブ ロ ッ ク 理 事 名  

単位 PTA 会長名  

 

出向者規定第 6 条に基づいて以下、申請いたします。 

申 請 者 名  

所属単位 P T A 名  

所属単位 PTA 役職  

出 向 先 団 体 名  

役   職  

出 向 の 目 的 

のため。 

活 動 内 容 の 概 要  

活動に対する抱負  

任期及び活動頻度  
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   松山市ＰＴＡ共済会 規程 

 

（はじめに） 

松山市ＰＴＡ共済会は、「一人はみんなのために、みんなは一人のために」という、会員相

互扶助の精神をもとにした見舞金制度創設の声を受けて、平成１５年に設立されました。ＰＴ

Ａ活動中の災害に対して広範囲にカバーし、会員の事故等への補償や経済的負担・精神的

負担軽減のための見えない支えとなっています。 

 

（名称及び目的） 

第１条 この会は、松山市ＰＴＡ共済会（以下「共済会」という。）と称する。松山市小中

学校ＰＴＡ連合会（以下「松山市ＰＴＡ連合会」という。）の会員の生活環境向上およ

び、ＰＴＡ活動の円滑化を図ることを目的とする。 

 

（事務所） 

第２条  共済会の事務所は、松山市ＰＴＡ連合会事務局内におく。 

 

（会員） 

第３条  共済会の会員は、松山市ＰＴＡ連合会に所属する単位ＰＴＡ会員とする。 

共済会に別に定められた会費を納入し、加入した会員を共済会員という。ただし、各校Ｐ

ＴＡ保護者会員全世帯および教職員会員全員加入を原則とする。 

 

（業務） 

第４条  共済会は、次の業務を行う。 

(1) 団体傷害保険および団体賠償責任保険の取扱。ただし保険金の給付に関しては、本

会が指定する保険会社に委託する。 

(2) 旧互助会積立金の運用 

(3) 広報活動 

(4) 子どもの安心安全事業 

(5) 「まつやまっ子総合保障制度」の取扱 

(6) 事業を行なうことに伴う業務 

(7) 松山市教育委員会に対し、ＰＴＡ会費口座振替手数料を支払う。尚、経費及び法人

税等は按分して負担し、送金手数料は差し引くものとする。 

 

（役員） 

第５条  共済会に次の役員をおく。 

(1) 会長 

(2) 副会長 

(3) 理事 
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2 この会の役員は、松山市ＰＴＡ連合会の会長、副会長、会計、監事及びブロック理事と

する。 

(1) 会長は松山市ＰＴＡ連合会の会長をもってあてる。 

(2) 副会長は松山市ＰＴＡ連合会の副会長をもってあてる。 

(3) 理事は松山市ＰＴＡ連合会の会計並びにブロック理事をもってあてる。 

 

（役員の任期） 

第６条 役員の任期は 1年とし、再任を妨げない。 

2  補欠による役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（役員の職務） 

第７条 会長は、この会を代表し、業務を掌理する。 

2  副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

3  理事は、この会の業務の運営にあたる。 

 

（監事） 

第８条 共済会に監事３名をおく。 

2  監事は、松山市ＰＴＡ連合会の監事をもってあてる。 

3  監事は、随時、会計及び業務の監査を行い、年度末に監査の結果を単位ＰＴＡに報告し

なければならない。 

4  監事の任期は、1年とし、再任を妨げない。 

 

（役員会） 

第９条 共済会に役員会を置き、会長が招集し、議長となる。 

2  役員会は第５条に定める役員をもってあてる。 

3  役員会は、構成員の過半数の出席をもって成立し、その議事は出席者の過半数の同意を

もって決定する。 

4  議事の賛否が同数の場合は議長判断とし、議長は議決に参加しない。 

5  役員会は、第 4条に規定する業務を処理する。 

6  議長は本条第 4項以外の議決に加わる権利を有しない。 

 

（事務局） 

第１０条 共済会の事務局に事務局長及び事務局員を置く。 

2  事務局長及び事務局員は、役員会の承認を受けて会長が委嘱する。 

3  事務局長は、会長の命を受け、この会の業務に関する計画、連絡、記録及びその他の必

要な事務を処理する。 
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（判定委員会） 

第１１条 共済会に判定委員会を置く。判定委員会の構成及び業務は、見舞金給付規程 

に定める。 

 

（給付規程） 

第１２条 見舞金の給付については、見舞金給付規程に定める。 

 

 

（運営資金） 

第１３条 共済会の運営に要する資金は、会費、事務手数料、その他の収入、及び平成 

１８年３月３１日までに「松山市ＰＴＡ連合会 親子安全互助会」に積立てられた危険

準備金をもってあてるものとする。 

 

（報告等） 

第１４条 単位ＰＴＡ会長は本会への加入について、毎年５月３１日までに会長に報告しな

ければならない。ただし、申し込みが６月１日以降となった場合は、会費の納入期日を

もって有効とする。 

 

（会計年度） 

第１５条 共済会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（委任） 

第１６条 この規程に定めるもののほか必要な事項については、役員会に諮って会長が定

める。 

 

（補足） 

第１７条 第４条第 5 号に定めるまつやまっ子総合保障制度の運営に関しては別途細則を

定めるものとする 

 

 

   付 則 

 この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

 平成１９年４月 １日改正 

 平成２０年４月 １日改正 

令和 ３年５月１４日改正 

令和 ４年５月 ７日改正 

令和 ５年５月１３日改正 

令和 ６年３月 ２日改正 
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   松山市ＰＴＡ共済会 見舞金給付規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、ＰＴＡ活動中の災害を受けたときの見舞金の給付に関し必要な事項を定

めるものとする。（ＰＴＡ傷害保険・賠償責任保険の適用を受ける場合は、保険会社約款に

準ずる。） 

 

（受給者） 

第２条 見舞金の給付を受けることのできる者は、松山市ＰＴＡ共済会（以下「共済会」とい

う。）会員及び、単位ＰＴＡ会長の要請による参加者で、次に定める活動中の災害を受けた

者とする。 

 

（給付の対象となる活動） 

第３条 見舞金の給付の対象となる活動は、次の各号に掲げるものとする。（対象となる活動の

区分及び内容の詳細を、別表 1に示す。） 

(1) 松山市小中学校ＰＴＡ連合会（以下「松山市ＰＴＡ連合会」という。）が主催する事業及

び同等扱いとする事業における活動中の災害および法律上の賠償責任を負った場合 

(2) 単位ＰＴＡが主催し、予め計画された事業及び同等扱いとする事業における活動中の災

害および法律上の賠償責任を負った場合 

2  前項に定めるもののほか、ＰＴＡが要請した者の活動中の災害（往復途上の災害を含む。）、

及び単位ＰＴＡが所属する小中学校の管理下における「生活科」及び「総合的な学習の時間」

にＰＴＡ会長が参加を要請した者の活動中の災害（往復途上の災害を含む）および法律上の

賠償責任を負った場合についても見舞金を給付することができる。 

 

（給付の対象となる災害の範囲） 

第４条 見舞金の給付の対象となる災害の範囲は、次の各号に掲げるものに限る。 

 (1) 第３条の活動中の事故に起因する死亡及び後遺障害 

 (2) 第３条の活動中の事故に起因する負傷又は疾病 

 (3) 第３条の活動中の事故に起因する法律上の賠償責任を負った場合 

 

（判定委員会） 

第５条 判定委員会は、必要に応じて委員長が招集して開催するものとする。 

2  判定委員会は、各ブロックの加入ＰＴＡ代表者である１１名の委員をもって構成し、役員

会の承認を受けて会長が委嘱する。 

3  判定委員会の委員長は、委員の互選により選任する。 

4  判定委員会は、委員長から諮問を受けた見舞金の給付について必要な事項を協議し、諮問 

 事項及び見舞金の給付額について審査・決定するものとする。なお、書面審査を行うことが

できるものとする。 

 

（給付） 

第６条 見舞金の請求があった場合、判定委員会の決定に基づき見舞金を給付するものとする。 

2   見舞金は、ＰＴＡ活動責任者を通じて給付するものとする。 
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（給付期間） 

第７条 毎年度４月 1日から３月３１日までの間、見舞金の支出を行う。 

2 ただし、積立金による給付は、定めた期間内であっても積立金の総額を限度とする。 

 

（給付の種類及び金額） 

第８条 第４条に定める災害に対し共済会会員に給付する見舞金の種類及び金額は次の各号に

掲げるとおりとする。 

(1) 医療（負傷・疾病）見舞金 

１日以上の治療を要する災害を対象とし、次に掲げる区分による金額(入院・通院を通算し

て１８０日を限度とする。)とする。ただし、ＰＴＡ活動における事故に起因する災害であ

っても、持病等本人に起因する事故であると認められる場合は、見舞金を減額することが

できるものとする。 

  (ア) 入院１日につき３，０００円（１８０日を限度とする） 

(イ) 通院１日につき２，０００円（９０日を限度とする） 

 ただし、平常の生活または、業務に従事することに支障のない程度（通院間隔２０日以

上）になおったとき以降の通院に対しては、通院見舞金を給付しない。 

(ウ) アキレス腱断裂に対しては、災害発生日から５０日間を限度として給付し、アキレス

腱断裂におけるギプス固定（着脱式は除く）期間中の自宅療養日数（通院治療日を除く）

１日につき１，０００円を追加支給する。 

(2) 永久後遺障害見舞金 

別表 2 永久後遺障害見舞金給付基準に定める金額。 

(3) 死亡弔慰金  

災害により死亡した場合は、１５０万円を限度として給付する。 

ただし、ひとつの災害について(１)(２)(３)の給付が重複する場合は、合算して１５０万円

を限度として給付する。 

2  第３条第２項に規定する単位ＰＴＡ及び学校から要請を受けて事業に参加した者（共済会

会員以外）に対し給付する見舞金の種類及び金額は次の各号に掲げるとおりとする。 

(1)  医療（負傷・疾病）見舞金 

治療を要する災害を対象とし、入院・通院１日につき１，０００円（１８０日を限度とす

る。） 

とする。ただし、ＰＴＡ活動における事故に起因する災害であっても、持病等本人に起因

する事故であると認められる場合は、見舞金を減額することができるものとする。 

アキレス腱断裂に対しては、災害発生日から５０日間を限度として給付し、アキレス腱断

裂におけるギプス固定（着脱式は除く）期間中の自宅療養日数（通院治療日を除く）１日

につき５００円を追加支給する。 

(2) 永久後遺障害見舞金 

３５万円までの範囲内で、前項第 2号の規定に準じた金額とする。 

(3) 死亡弔慰金 

災害により死亡した場合は、５０万円を限度として給付する。 

ただし、ひとつの災害について(１)(２)(３)の給付が重複する場合は、合算して５０万円を限

度として給付する。 

3  不測の事態が生じ、前２項に定める給付が困難となったときは、役員会において、給付額、

支払時期及び方法を決定することができる。この場合において、事故の給付支払い総額は積

立金の総額を限度とし、当該金額を被災者数で按分した金額を被災者一人当たりの給付額と

する。 
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（災害の届出） 

第９条 規約第 1３条に規定する災害が発生した場合は、ＰＴＡ活動責任者（単位ＰＴＡ会 

長をいう。以下同じ。）が、３０日以内に会長に届出をしなければならない。 

 

（給付金の請求） 

第１０条 給付金の支払い請求は、所定の支払請求書によりＰＴＡ活動責任者が会長に対して

行うものとする。 

2  医療（負傷・疾病）見舞金の支払請求は、下表に示す書類を添付して行うものとする。 

書  式 傷害保険適用 傷害保険適用外 

災害報告書 

傷害・疾病事故受付票兼保険金請求書 

行事参加中事故証明書兼被保険者証明書 

様式２ 

医療（負傷・疾病）見舞金支

払い請求書 
様式３ 

診察実日数１０日以内 様式４ 

診察実日数１１日以上 様式５ 

行事計画書・所属ＰＴＡからの参加要請書等 

3   永久後遺障害見舞金の支払請求は、下表に示す書類を添付して行うものとする。 

書  式 傷害保険適用 傷害保険適用外 

永久後遺障害見舞金支払い

請求書 

傷害・疾病事故受付票兼保険金請求書 

行事参加中事故証明書兼被保険者証明書 
様式６ 

医療機関の診断書 

4  死亡弔慰金の支払請求は、給付の事由が生じた日から３０日以内に、下表に示す書類を 

 添付して行うものとする。 

書  式 傷害保険適用 傷害保険適用外 

災害報告書 
傷害・疾病事故受付票兼保険金請求書 

行事参加中事故証明書兼被保険者証明書 

様式２ 

死亡報告書 様式７ 

死亡弔慰金支払請求書 様式８ 

死亡診断書または死体検案書 

行事計画書・所属ＰＴＡからの参加要請書等 

 

（その他） 

第１１条 この規定に定めるもののほか必要な事項は、会長が役員会に諮って別に定める。 

 

   付 則 

 この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

 平成２０年４月 １日改正 

令和３年 ５月１４日改正 

令和４年 ５月 ７日改正 
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別表１ 給付の対象となる活動内容及び区分 

 

活動区分 活動内容 

(1)松山市ＰＴＡ連合会 

 
ア）総会・理事会・執行部会・各種委員会等の諸会合、ならびにそれら

の運営に関する業務への参加（事業計画打合せ会等を含む） 

イ）各種研修会等への参加 

ウ）前記（ア～イ）に参加するために要する正規の往復期間も活動中と

みなします。ただし、往復途上については通常の自宅と会場との経

路に限りますので、他所に立ち寄った際の災害は，見舞金は給付さ

れません。 

(2)単位ＰＴＡ主催 ア）総会・役員会・理事会・各部会・委員会等の諸会合、ならびにそれ

らの運営に関する業務への参加（事業計画打合せ会等を含む） 

イ）学習活動・スポーツレクリエーション活動・校外指導等への参加（バ

レーボール大会及びその練習・キャンプ引率・交通指導・プール監

視などいずれもあらかじめ計画され、会長の承認を得ていることが

必要です） 

ウ）(1)のウ，参照 

(3)主催と同等扱いとする

活動 

ア）日Ｐ・四Ｐ・県Ｐ・他郡市町村Ｐ・県幼小中高Ｐ連主催の研修会等

への参加 

イ）松山市ＰＴＡ連合会はじめ単位ＰＴＡの役員がそれぞれを代表し

て参加する諸会合 

ウ）松山市ＰＴＡ連合会はじめ単位ＰＴＡが機関決定（または会長専

決）し、会長が委嘱した業務への参加（他団体や機関との連絡・交

渉業務ならびに研修会など） 

エ）学校行事（運動会・学習発表会・授業参観・個人懇談・学習支援活

動等）への参加 

オ）(1)のウ，参照 

 

＊つぎのような場合は、給付を受けられません。 

① ＰＴＡ行事への参加要請のない参加者（第３条に規定） 

② 事故との因果関係が明確でない場合 

③ ＰＴＡ行事とは認められない行事のもの（ＰＴＡ行事の場合には会長名を明記した行事計

画書を添付） 

④ 自分が無免許・酒気帯び・酔っ払い等の事故、および自殺行為・けんかなどによる場合 

⑤ 地震・津波などの天災（ＰＴＡ会員として救出作業に従事中の災害等はのぞく） 

⑥ 自動車・自転車・航空機・船等の交通機関により災害を受けた場合（見守り等ＰＴＡ行事

と認められるものはこの限りではない。ただし、他の保険、共済等との二重給付は行わな

い。） 

⑦ 事業日本スポーツ振興センター災害共済との二重給付は行わない 
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別表 2  永久後遺障害見舞金給付基準 

級 金  額 災             害 

第１級 100 万円 １ 両眼が失明したもの 

２ 咀嚼及び言語の機能が失われたもの 

３ 精神に著しい障害を残し、常に介護を要するもの 

４ 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要する

もの 

５ 半身付随となったもの 

６ 両上肢をそれぞれひじ関節以上で失ったもの 

７ 両上肢が用をなさなくなったもの 

８ 両下肢をそれぞれひざ関節以上で失ったもの 

９ 両下肢が用をなさなくなったもの 

第２級  90 万円 １ １眼が失明し、他眼の視力が 0.02 以下に減じたもの 

２ 両眼の視力がそれぞれ 0.02 以下に減じたもの 

３ 両上肢をそれぞれ腕関節以上で失ったもの 

４ 両下肢をそれぞれ足関節以上で失ったもの 

第３級  85 万円 １ １眼が失明し、他眼の視力が 0.06 以下に減じたもの 

２ 咀嚼又は言語の機能が失われたもの 

３ 精神に著しい障害を残し、終身労務に服することができな

いもの 

４ 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、終身労務に服する

ことができないもの 

５ 両手のすべての指を失ったもの 

第４級  80 万円 １ 両眼の視力がそれぞれ 0.06 以下に減じたもの 

２ 咀嚼及び言語の機能に著しい障害を残すもの 

３ 鼓膜の全部の欠損その他により両耳の聴力が全く失われた

もの 

４ １上肢をひじ関節以上で失ったもの 

５ １下肢をひざ関節以上で失ったもの 

６ 両手のすべての指が用をなさなくなったもの 

７ 両手をリスフラン関節以上で失ったもの 

第５級  70 万円 １ １眼が失明し、他眼の視力が 0.1 以下に減じたもの 

２ １上肢を腕関節以上で失ったもの 

３ １下肢を足関節以上で失ったもの 

４ １上肢が用をなさなくなったもの 

５ １下肢が用をなさなくなったもの 
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６ 両足のすべての指を失ったもの 

第６級  60 万円 １ 両眼の視力がそれぞれ 0.1 以下に減じたもの 

２ 咀嚼又は言語の機能に著しい障害を残すもの 

３ 鼓膜の大部分の欠損その他により両耳の聴力が耳殻に接し

なければ大声を解することができない程度に減じたもの 

４ 脊柱に著しい奇形又は運動障害を残すもの 

５ １上肢の３大関節のうちいずれか２関節が用をなさなくな

ったもの 

６ １下肢の３大関節のうちいずれか２関節が用をなさなくな

ったもの 

７ 片手のすべての指又はおや指及びひとさし指をあわせて片

手の４本の指を失ったもの 

第７級  50 万円 １ １眼が失明し、他眼の視力が 0.6 以下に減じたもの 

２ 鼓膜の中等度の欠損その他により両耳の聴力が 40ｃｍ以上

では普通の話声を解することができない程度に減じたもの 

３ 精神に障害を残し、軽易な労務以外の労務に服することが

できないもの 

４ 神経系統の機能に著しい障害を残し、軽易な労務以外の労

務に服することができないもの 

５ 胸腹部臓器の機能に障害を残し、軽易な労務以外の労務に

服することができないもの 

６ 片手のおや指及びひとさし指を失ったもの又はおや指若し

くはひとさし指をあわせ片手の３本以上の指を失ったもの 

７ 片手のすべての指又はおや指及びひとさし指をあわせて片

手の 4 本の指が用をなさなくなったもの 

８ 片足をリスフラン関節以上で失ったもの 

９ １上肢に仮関節を残し、著しい運動障害を残すもの 

10 １下肢に仮関節を残し、著しい運動障害を残すもの 

11 両足のすべての指が用をなさなくなったもの 

12 女子の外貌が著しく醜くなったもの 

13 両側の睾丸を失ったもの 

第８級  40 万円 １ １眼が失明し、又は１眼の視力が 0.02 以下に減じたもの 

２ 脊柱に運動障害を残すもの 

３ おや指をあわせ片手の２本の指を失ったもの 

４ 片手のおや指及びひとさし指が用をなさなくなったもの又

はおや指若しくはひとさし指をあわせ片手の３本以上の指が
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用をなさなくなったもの 

５ １下肢を５ｃｍ以上短縮したもの 

６ １上肢の三大関節のうちいずれか１関節が用をなさなくな

ったもの 

７ １下肢の三大関節のうちいずれか１関節が用をなさなくな

ったもの 

８ １上肢に仮関節を残すもの 

９ １下肢に仮関節を残すもの 

10 片足のすべての指を失ったもの 

11 脾臓又は一方の腎臓を失ったもの 

第９級  30 万円 １ 両眼の視力がそれぞれ 0.6 以下に減じたもの 

２ １眼の視力が 0.06 以下に減じたもの 

３ 両眼にそれぞれ半盲、視野狭窄又は視野変状を残すもの 

４ 両眼のまぶたにそれぞれ著しい欠損を残すもの 

５ 鼻を欠損し、その機能に著しい障害を残すもの 

６ 咀嚼及び言語の機能に障害を残すもの 

７ 鼓膜の全部の欠損その他により一方の耳の聴力が全く失わ

れたもの 

８ 片手のおや指を失ったもの、ひとさし指をあわせ片手の２

本の指を失ったもの又やおや指及びひとさし指以外の片手の

３本の指を失ったもの 

９ おや指をあわせ片手の２本の指が用をなさなくなったもの 

10 第１足指をあわせ片足の２本以上の指を失ったもの 

11 片足のすべての指が用をなさなくなったもの 

12 生殖器に著しい障害を残すもの 

13 精神に障害を残し、服することができる労務が相当な程度

に制限されるもの 

14 神経系統の機能に障害を残し、服することができる労務が

相当な程度に制限されるもの 

第 10 級  25 万円 １ １眼の視力が 0.1 以下に減じたもの 

２ 咀嚼又は言語の機能に障害を残すもの 

３ 14 本以上の歯に歯科補綴を加えたもの 

４ 鼓膜の大部分の欠損その他により一方の耳の聴力が耳殻に

接しなければ大声を解することができない程度に減じたもの 

５ 片手のひとさし指を失ったもの又はおや指及びひとさし指

以外の片手の２本の指を失ったもの 

52



６ 片手のおや指が用をなさなくなったもの、ひとさし指をあ

わせ片手の２本の指が用をなさなくなったもの又はおや指及

びひとさし指以外の片手の３本の指が用をなさなくなったも

の 

７ １下肢を３ｃｍ以上短縮したもの 

８ 片足の第一足指又は他の４本の指を失ったもの 

９ １上肢の３大関節のうちいずれか１関節の機能に著しい障

害を残すもの 

10 １下肢の３大関節のうちいずれか１関節の機能に著しい障

害を残すもの 

第 11 級  20 万円 １ 両眼の眼球にそれぞれ著しい調節機能障害又は運動障害を

残すもの 

２ 両眼のまぶたにそれぞれ著しい運動障害を残すもの 

３ １眼のまぶたに著しい欠損をのこすもの 

４ 鼓膜の中等度の欠損その他により一方の耳の聴力が 40cm以

上では普通の話声を解することができない程度に減じたもの 

５ 脊柱に奇形を残すもの 

６ 片手のなか指又はくすり指を失ったもの 

７ 片手のひとさし指が用をなさなくなったもの又はおや指及

びひとさし指以外の片手の２本の指が用をなさなくなったも

の 

８ 第１足指をあわせ片足の２本以上の指が用をなさなくなっ

たもの 

９ 胸腹部臓器に障害を残すもの 

第 12 級  15 万円 １ １眼の眼球に著しい調節機能障害又は運動障害を残すもの 

２ １眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの 

３ ７本以上の歯に歯科補綴を加えたもの 

４ 一方の耳の耳殻の大部分を欠損したもの 

５ 鎖骨、胸骨、ろく骨、けんこう骨又は骨盤骨に著しい奇形

を残すもの 

６ １上肢の３大関節のうちのいずれか１関節の機能に障害を

残すもの 

７ １下肢の３大関節のうちのいずれか１関節の機能に障害を

残すもの 

８ 長管状骨に奇形を残すもの 

９ 片手のなか指又はくすり指が用をなさなくなったもの 
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10 片足の第２足指を失ったもの、第２足指をあわせ片足の２

本の指を失ったもの又は片足の第３足指以下の３本の指を失

ったもの 

11 片足の第１足指又は他の４本の指が用をなさなくなったも

の 

12 局部に頑固な神経症状を残すもの 

13 男子の外貌が著しく醜くなったもの 

14 女子の外貌が醜くなったもの 

第 13 級  10 万円 １ １眼の視力が 0.6 以下に減じたもの 

２ １眼に半眼症、視野狭窄又は視野形状を残すもの 

３ 両眼のまぶたにそれぞれ一部の欠損又はまつげはげを残す

もの 

４ 片手のこ指を失ったもの 

５ 片手のおや指と指骨一部を失ったもの 

６ 片手のひとさし指の指骨の一部を失ったもの 

７ 片手のひとさし指の末関節を屈伸することができなくなっ

たもの 

８ １下肢を 1ｃｍ以上短縮したもの 

９ 片足の第３足指以下の１本又は２本の指を失ったもの 

10 片足の第２足指が用をなさなくなったもの、第２足指をあ

わせ片足の２本の指が用をなさなくなったもの又は片足の第

３足指以下の３本の指が用をなくさなくなったもの 

第 14 級   5 万円 １ 1 眼のまぶたの一部に欠損又はまつげはげを残すもの 

２ ３本以上の歯に歯科補綴を加えたもの 

３ 上肢の露出面にてのひら大の大きさの醜いあとを残すもの 

４ 下肢の露出面にてのひら大の大きさの醜いあとを残すもの 

５ 片手のこ指が用をなさなくなったもの 

６ 片手のおや指及びひとさし指以外の指の指骨の一部を失っ

たもの 

７ 片手のおや指及びひとさし指以外の指の末関節を屈伸する

ことができなくなったもの 

８ 片足の第３足指以下の１本又は２本の指が用をなさなくな

ったもの 

９ 局部に神経症状を残すもの 

10 男子の外貌が醜くなったもの 
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※ 備考 

１ 視力の測定は、万国式試視力表による。屈折異状のあるものについては矯正視力について測

定する。  

２ 手の指を失ったものは、おや指は指関節、その他の指は第１指関節以上を失ったものをいう。 

３ 手の指が用をなさなくなったものとは、指の末節の半分以上を失い、又は中手指関節若しく

は第１指関節（おや指にあては、指関節）に著しい運動障害を残すものをいう。  

４ 足の指を失ったものとは、その全部を失ったものをいう。 

５ 足の指が用をなさなくなったものとは、第１足指は末節の半分以上、その他の指は末関節以

上を失ったもの又は中足指関節若しくは第１指関節（第１足指にあっては、指関節）に著しい運

動障害を残すものをいう。  

６ 各等級の廃疾に該当しない身体の障害であって、各等級の廃疾に相当するものは、当該等級

の廃疾とする。 
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松山市ＰＴＡ共済会 まつやまっ子総合保障制度 運営細則 

 

第１章 総則 

 

（名称及び目的） 

第１条 当制度は、松山市ＰＴＡ共済会まつやまっ子総合補償制度（以下「本制度」という。）

と称する。 

 

（目的） 

第２条 松山市小中学校ＰＴＡ連合会（以下「松山市ＰＴＡ連合会」という。）の会員のうち、

本制度に加入した児童・生徒の日常生活における事故等の際、傷害及び個人賠償責任等を補償

し、会員の財政的な負担を軽減するとともに付帯サービスを通じて児童・生徒の養育環境の充

実に寄与する。 

 

（事業） 

第３条 本制度は次の事業を行う。 

(1)保険会社との団体保険契約の締結及び加入申請取り次ぎ 

(2)本制度の内容周知と加入促進を促すための広報活動 

(3)児童・生徒並びにＰＴＡ会員が安心安全に過ごせるためのサポート事業 

(4)事業を行うことに伴う業務 

 

第２章 運営 

 

（管理体制及び啓発支援体制） 

第４条 本制度は松山市ＰＴＡ共済会（以下「共済会」という。）会長（以下「会長」という。）

を代表者として、保険会社と団体保険契約を締結し、共済会事務局が必要な事務手続きを行う。 

 

（会計） 

第５条 本制度の会計は、共済会に含まれる。 

2 本制度の会計は、事務手数料、利息等を収入とする。 

3 本制度の会計年度は毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（本制度の内容等及び保険料等） 

第６条 本制度の内容と更新及び解約の取り決め、保護者が負担する保険料及び制度運営費は、

契約した保険会社が提示する約款及び案内に示すものとする。 

 

（付議） 

第７条 本制度に関わる次の事項は、松山市ＰＴＡ連合会総会決議事項とする。 

(1)本制度の廃止 
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第８条 本制度に関わる次の事項は共済会役員会（以下役員会）において決議する。 

(1)契約する保険会社及び付随する団体保険内容の決定 

(2)本運営細則の変更 

(3)本条第1項の決定は、３年毎の年度に行わなければならない。ただし、同一保険会社との契約

も可とする。 

 

（給付手続き等） 

第９条 保険金の給付に関わる事項は、契約した保険会社が示す本制度団体保険の約款及び案

内書、事務取扱概要、賠償事故用様式に基づく。 

 

（個人情報の取り扱い） 

第１０条 本制度に関わる個入情報の取り扱いは、松山市ＰＴＡ連合会個人情報取扱規則に準

ずるものとする。 

2 団体保険契約を締結した保険会社へ提供した個人情報の取り扱いは、当該保険会社の定め 

によるものとする。 

 

（監査） 

第１１条 本制度の運営及び会計は共済会監事がこれを監査し、総会で結果を報告しなければ

ならない。 

 

 

第３章 補則 

 

（委任） 

第１２条 本運営細則に定めるもののほか必要な事項については、役員会に諮って会長が定め

る。 

 

（事務委託） 

第１３条 本制度の加入募集文書等の配布は、単位ＰＴＡに委託する。 

2 本制度の加入募集にかかる以下の費用を単位ＰＴＡに支払うことができる。 

(1) 制度周知協力費（加入の有無にかかわらず支給） 

(2) 加入奨励金（加入人数に応じて支給） 

3 これらの費用は、集金事務費および制度運営費より支弁する。 

4 金額および支給条件は理事会において決定し、毎年12月末日までに単位ＰＴＡ指定口座に

振込む。 

 

付則 

（施行期日） 

1 この細則は、令和４年５月７目から施行する。 

 

制定   令和４年５月 ７日 

一部改正 令和５年５月１３日 

一部改正 令和７年９月 ３日 
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ＰＴＡ運営ガイドライン 

～選ばれるＰＴＡをめざして～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松山市小中学校ＰＴＡ連合会 

令和５年１２月作成 

（令和６年６月一部改訂） 
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1 

 

はじめに 

 ＰＴＡ（Parent-Teacher Association）は１９世紀にアメリカで生まれました。  

 昭和２１（1946）年、日本の教育の民主化のために来日したアメリカ教育使節

団は、その報告書の中でアメリカのＰＴＡについて紹介し、日本でのＰＴＡ結成を

勧奨しました。  

 昭和２２（1947）年、文部科学省は「父母と先生の会―教育民主化のために

―」と題するＰＴＡ結成の手引書を作成し、全国都道府県知事に配布しました。  

その結果、昭和２５（1950）年までには、全国のほとんどの小・中・高等学校に

ＰＴＡが結成されました。  

 

ＰＴＡは結成以来７０年以上にわたって活動を続けてきましたが、社会情勢の大

きな変化、特に令和２年から始まったコロナウイルス感染症の拡大により、ＰＴＡ

活動は、中止または活動形態を変更せざるをえませんでした。  

 

これを、従来通りの活動を見直す好機ととらえ、「選ばれるＰＴＡ」となること

を目的として、このたび「ＰＴＡ運営ガイドライン」を作成しました。  

 

この「ＰＴＡ運営ガイドライン」は、単位ＰＴＡの活動を限定するものではな

く、あくまでも活動や運営の参考としていただくためのものです。それぞれの単位

ＰＴＡにあった方法でご活用いただき、子どもたちに関わるすべての人たちが笑顔

で活動するための参考としていただけると幸いです。  

 

ＰＴＡ活動は、各学校に在籍する児童生徒の健やかな成長のために、保護者と教

職員が自主的に参加するものです。したがって、できる人が・できるときに・でき

ることを行うことが大前提です。  

また、ＰＴＡ活動は、役員のみが行うものでないことは言うまでもありません。

参加しやすい、参加したい、やってよかったと思ってもらえる、魅力のあるＰＴＡ

を目指しましょう。   
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2 

 

はじめに…………………………………………………………………………………１ 

 

目次  

１ ＰＴＡ活動の活性化に向けて……………………………………………………３  

（１）活動内容の見直し  

（２）組織の見直し  

（３）ＩＴ等の活用  

（４）ＰＴＡ間の情報交換  

○ＰＴＡ活性化・負担軽減の事例  

 

２ ＰＴＡの課題解決のために………………………………………………………６  

（１）役員の強制  

（２）活動への参加強制  

（３）活動のマンネリ化  

（４）非効率かつ無駄な作業の多さ  

（５）任意加入  

（６）個人情報の取り扱い  

（７）未加入または退会した家庭の子どもへの配慮  

（８）加入・未加入・退会等問い合わせへの対応  

（９）ＰＴＡ会費の使途  

○公費と私費との負担区分別基準（例）  

 

３ ＰＴＡ事務局について…………………………………………………………１７  

 

【様式見本等】………………………………………………………………………１８  

・入会申込および個人情報取扱同意書  

・退会届  

・個人情報取扱規則  

・労働契約書  

・業務委任契約書  

【参考資料】…………………………………………………………………………２５  

・父母と先生の会のあり方について  

・社会教育関係団体としてのＰＴＡ  

・社会教育法   
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3 

 

１ ＰＴＡ活動の活性化に向けて 

（１）活動内容の見直し  

長い時間の中でその活動を実施することが当たり前になり、参加者が集まりにく

いが実施せざるを得ない、といった傾向も見受けられます。活動内容が見直されな

いまま、前年踏襲を続けていくことが「ＰＴＡ嫌い」「罰ゲームとしてのＰＴＡ」

となっていくのではないでしょうか。  

 

ＰＴＡが、主体的に活動したいという会員によって運営されるのであれば、現役

会員で活動内容を決める、または変えていくということは当然のことです。  

参加したい、参加してよかった、と思っていただくためには、活動内容の見直し

や運営の省力化のための努力が必要となります。  

 

現在の活動をすべて変更する必要はありませんが、一部の会員の負担が大きいと

いった活動は積極的に見直し、今本当に必要な活動を進めましょう。  

 

 

（２）組織の見直し  

活動内容の見直しが行われないまま役員数が引き継がれる、また、負担を減らす

目的で役員数を増やした結果、かえって一部役員の負担が増えてしまったという場

合があります。  

ＰＴＡの意義が周知されないまま組織の見直しがされないと、役員のなり手がい

ない、役員の押し付け合いが発生しやすくなります。  

また、「一人一役」「ポイント制」などは、ＰＴＡ活動への参加を義務化するこ

とにもつながります。意欲のある会員がよりＰＴＡ活動に邁進することができるよ

うな方法を検討しましょう。  
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（３）ＩＴ等の活用  

オンライン会議やオンライン文書作成等のＩＴツールを活用し、会議や作業の負

担軽減を図りましょう。  

ＳＮＳ等でのトラブルが起こらないよう節度を持って利用し、ＰＴＡ活動の効率

化を図りましょう。  

 

 

（４）ＰＴＡ間の情報交換  

単位ＰＴＡ同士が活動や運営方法を共有することで、課題解決につながることも

あります。ブロックやＰＴＡ連合会が開催する会議や研修会に参加し、ＰＴＡの課

題解決方法や活動活性化のヒントを見つけましょう。  
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【ＰＴＡ活性化・負担軽減の事例】  

 

事例１  

コロナ禍で活動ができなかったことをきっかけに一人一役をやめ、任意加入・入

退会自由を周知した結果、役員が立候補で決まるようになった。  

 

事例２  

役員に選出された後にＰＴＡを退会する人が増えるのではと危惧していたが、任

意加入・入退会自由を周知したので杞憂に終わった。  

 

事例３  

ボランティア募集を基本とし、必要な人数が集まらない場合は開催しないと決め

た結果、スリム化・見直しにつながった。  

 

事例４  

地域フェスタや通学路点検など、小学校・中学校が連携して実施することで負担

軽減につながった。  

 

事例５  

ＰＴＡ会員・おやじの会・地域関係者の他、学生ボランティア等に依頼すること

で、負担軽減を図るとともに、学生と子どもたちとの交流の場を設けることができ

た。  

 

事例６  

ＰＴＡ会費で負担すべきもの、保護者が負担すべきもの、公費で負担すべきもの

について学校と協議を行った。  
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２ ＰＴＡの課題解決のために 

（１）役員の強制 

役員のなり手がなく、半強制的または出席していない会員を割り当てる、家庭の

事情等で役員になれない人に配慮することを理由に、個人情報を公開・審査するな

ど、人権問題になりかねない事態が見受けられます。人権に配慮し、意欲のある会

員がよりＰＴＡ活動に邁進することができるような方法を検討しましょう。  

 

レベル  概要  

Ａ  

【本人の意志に基づく役員選考】  

事前に役員選考方法を明らかにしています（会則等）。  

立候補制度を採用し、強制性の一切ない方法を採用していま

す。  

Ｂ  

【他薦や勧誘による役員選考】  

事前に役員選考方法を明らかにしています(会則等)。  

他薦や勧誘が中心だが、最終的には本人の意思で役割を引き受

けています。  

Ｃ  

【押し付け合い】  

事前に役員選考方法が明らかにされていない、または、決まっ

ていません。  

自分以外であれば誰でもいいという発想で押し付け合いがされ

ています。  

個別の事情を配慮することなく役員を押し付ける、決まるまで

教室から出られないようにする、個人情報の公開を強制するな

ど、人権侵害に当たる事例が発生することがあります。  
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（２）活動への参加強制 

負担の軽減、平等な参加を目的に「一人一役」や「ポイント制」を採用している

ＰＴＡもありますが、強制性や、罰ゲームとしてのＰＴＡ活動参加にもつながる恐

れがあります。意欲のある会員がよりＰＴＡ活動に邁進することができるような方

法を検討しましょう。  

 

レベル  概要  

Ａ  

【本人の意志に基づく主体的な参画】  

事前に活動内容を明らかにしています（広報紙・案内チラシ

等）。  

立候補制度や希望制度を採用し、強制性の一切ない方法を採用

しています。  

Ｂ  

【他薦や勧誘による活動への参加】  

事前に活動内容を明らかにしています（広報紙・案内チラシ

等）。  

勧誘が中心だが、最終的には本人の意思で参加しています。  

Ｃ  

【押し付け合い】  

事前に活動内容が明らかにされていない、または決まっていま

せん。  

参加しない会員への不平等感があり、参加できない理由を聞き

出す、別の活動への参加を強制するなど、人権侵害に当たる事

例が発生することがあります。  

参加する目的や意欲は低く、とりあえず名前だけ入れておくと

いう傾向があります。  
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（３）活動のマンネリ化  

前年踏襲の活動で、何のための誰のための活動かが明確でないために、参加者も

少なく、役員の負担ばかりが重くなっている場合があります。活動ごとに内容を振

り返り、必要であれば中止する、内容を変更するなど時代に合った活動に見直しま

しょう。  

 

レベル  概要  

Ａ  

【活動の振り返りと柔軟な対応】  

活動ごとに事後アンケートを行うなど、振り返りが行われてい

ます。  

改善点は次回に活かす、場合によっては中止や内容の変更も検

討するなど柔軟に対応し、主体的に参画しています。  

Ｂ  

【例年通りの活動】  

毎年同じ内容の活動を行っています。  

役員が毎年変わるため、前年の事業を実施するだけで精一杯

で、事業の見直しには至っていません。やる気のある役員が多

く集まった場合は、前年以上の成果を求めるため、負担感が膨

らんでしまいます。  

本当に必要な活動かどうかの検証はされていません。  

Ｃ  

【押し付け合い・全員参加の強制】  

参加者や役割分担は年度当初に決めてしまいます。  

参加する目的や意欲は低く、とりあえず名前だけ入れておくと

いう傾向があります。  
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（４）非効率かつ無駄な作業の多さ  

オンライン会議やオンライン文書作成ツールを活用するなど、作業の効率化を図

りましょう。また、一部の役員や教職員にばかり負担を強いることのないよう、継

続的に改革を進めましょう。  

 

レベル  概要  

Ａ  

【地域や民間の協力・各種ツールの活用】  

地域や民間に協力していただけるような体制を整えており、その

役割や内容が会則等に明記されています。  

オンライン会議やオンライン文書作成等のＩＴツール活用し、会

議や作業の負担軽減を図っています。  

Ｂ  

【会員の協力・事業の縮小】  

特定の役員に負担が偏らないよう、参加可能な会員が協力できる

体制が整っています。  

身の丈に合ったＰＴＡ活動について、役員会などで協議していま

す。  

Ｃ  
【前例踏襲】  

何の問題意識もなく、前例を踏襲しています。  
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（５）任意加入 

ＰＴＡは任意の団体であり、その入退会は個人の意思で決められるべきものです

が、本人の意思を確認することなく、加入は任意であることも説明せず、子どもの

入学に合わせ自動的に保護者が会員になっている場合が見受けられます。  

ＰＴＡについて理解していないことが、ＰＴＡ離れやＰＴＡ嫌い、役員のなり手

不足の大きな要因となりますので、十分な説明を行いましょう。  

 

レベル  概要  

Ａ  

【明確な意思表示】  

ＰＴＡ会長等が、新入生説明会や入学式等でＰＴＡの必要性と

任意性について説明し、加入希望者から「加入届」（P.18）を

取得しています。  

Ｂ  

【消極的な意思表示】  

ＰＴＡ会長等が、新入生説明会や入学式等でＰＴＡの必要性と

任意性について説明し、加入できない場合は「非加入届」の手

続きをするよう説明しています。  

Ｃ  

【加入・非加入の意思表示する機会がない】  

ＰＴＡ会長等が、新入生説明会や入学式等でＰＴＡの必要性と

任意性について説明し、「全員加入していただきます」と伝え

ています。  

Ｄ  

【説明なし】  

新入生説明会や入学式等での説明もなく、全員加入としていま

す。  
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（６）個人情報の取扱い  

学校が保有する個人情報を、本人の同意を得ずにＰＴＡに提供することは、個人

情報保護条例違反となります。また、ＰＴＡが独自に個人情報を取得する場合に

は、適切な取得や管理を行わなくてはなりません。  

 

レベル  概要  

Ａ  

【ＰＴＡが直接会員から個人情報を取得】  

ＰＴＡ入会時に会員から直接個人情報を取得しています。取得

した個人情報の取扱いルールを規約等（P.20）に定め、適切に

管理・運用しています。  

Ｂ  

【適切な手続きを経て取得】  

学校が保有する個人情報を、本人同意のもと学校から取得して

います。  

学校は、保有する個人情報をＰＴＡに提供することを伝え、不

同意の場合は申し出をしてもらうよう説明しています。  

ＰＴＡは学校から提供された個人情報の取扱いルールを規約等

に定め、適切に管理・運用しています。  

Ｃ  

【手続きなしに取得】  

学校が保有する個人情報を、本人の同意なしに取得していま

す。  

学校は保有する個人情報をＰＴＡに提供することを伝えていま

せん。  

ＰＴＡも学校から提供された個人情報の取扱いルールを規約等

に定めていません。  
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（７）未加入または退会した家庭の子どもへの配慮 

ＰＴＡ活動は、各学校に在籍するすべての児童生徒の健全育成のために、保護者

と教職員が自発的に行う活動であって、ＰＴＡ会員の子どもたちの福利のために行

われるものではありません。  

未加入家庭の子どもであっても、分け隔てなく対応しなければなりません。差別

されたくなければＰＴＡに加入すればよいという考えは適切ではありません。  

 

レベル  概要  

Ａ  

【すべての子どもたちが平等】  

加入・未加入・退会に関わらず、すべての児童生徒がＰＴＡ活

動において平等に扱われています。  

Ｂ  

【未加入家庭への方針が未定】  

加入・未加入・退会に関わらず、すべての児童生徒がＰＴＡ活

動において平等に扱わなければならない認識はあるが、未加入

家庭の児童生徒に対する対応方針が定められていません。  

Ｃ  

【未加入家庭への差別や不平等】  

加入・未加入・退会によって、児童生徒への差別や不平等な事

案が発生しています。  
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（８）加入・未加入・退会等の問い合わせへの対応  

ＰＴＡには、会員同士の親睦や学習のための団体という性質と、子どもたちの教

育環境の整備に協力する団体としての性質があります。後者については未加入また

は退会した方にも協力を募り、よりよい教育環境の整備を目指しましょう。  

加入のメリット・デメリットについては、受け止め方が様々ですので、価値観の

押し付けにならないよう配慮しましょう。  

 

レベル  概要  

Ａ  

【様々な意見を聞き活動に活かす】  

ＰＴＡ活動への賛同の声だけでなく、反対意見・批判にも耳を

傾け、何に対して反対や批判があるのか分析し、より良い活動

に活かす努力をしています。  

学校での子どもの様子がわかる・保護者や教職員とのつながり

ができる・地域とのつながりができる等の価値観は、デメリッ

トと感じる場合があることを認識しています。  

子どもたちの教育環境整備については、加入・未加入・退会に

関わらず協力を募っています。（学校行事の手伝い・見守り活

動など）  

Ｂ  

【意見は聞くが活動に活かすことはない】  

反対意見・批判は聞くだけで、活動に活かすことはしていませ

ん。  

Ｃ  

【価値観の押し付け】  

反対意見・批判に耳を傾けることはなく、一方的な価値観の押

し付け（学校での子どもの様子がわかる・保護者や教職員との

つながりができる・地域とのつながりができる等）が見られま

す。  
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（９）会費の使途 

学校運営に必要な経費・物品購入費などにＰＴＡ会費を充てるのは適切ではあり

ません。会員から集めたＰＴＡ会費が適切に支出されるよう予算を立て、総会に諮

ります。  

適切な手続きを経て学校に寄贈している物品についても、その費用をＰＴＡの一

般会計から拠出することは適切ではありません。特別会計で支出するなど、協議の

上で執行しましょう。  

 

レベル  概要  

Ａ  

【学校に必要な予算はすべて市費で措置】  

学校運営に必要な経費・物品等は、市の予算で措置します。  

学校に物品を寄贈する際には、適切な手続きをとり、総会にお

いてＰＴＡ会費の使途を説明しています。  

Ｂ  

【ルールに基づいた手続き】  

学校運営に必要な経費・物品の一部を、ＰＴＡの善意により寄

贈します。寄贈する際には、適切な手続きをとり、総会におい

てＰＴＡ会費の使途を説明しています。  

Ｃ  

【学校がＰＴＡに依頼】  

学校への寄付という形をとりながら、備品購入費等をＰＴＡに

お願いしています。  

Ｄ  

【寄付などの手続きの不備】  

寄付採納の手続きをしていません。  

所管所属に相談や報告をすることなくＰＴＡ会費で修繕工事な

どを行っています。  
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○公費と私費との負担区分別基準（例）  

 

（１）公費負担を原則とする経費  

学校運営（施設の管理運営、教育活動）に係る経費  

 区分  概要  具体例  

１  人件費  ・職員の給与・旅費  ・公務に係る手当等  

２  教育活動費  ・学習指導要領に基づく教

育を行うために必要な経費  

・生徒指導・進路指導等に

必要な経費  

・児童生徒の心身の健康・

安全に必要な経費  

・教務活動や学校運営・維

持活動に必要な経費  

・授業に位置付けた生徒

会・文化祭・体育祭等の開

催のための必要最低限の経

費  

・教科で共用として使用する

ものや学校行事の運営上必要

とするもの、共同製作物の材

料等・消耗品  

・備品等、個人の持ち物では

なく学校に備え付けるもの、

不特定多数で使用するもの、

貸出用として備えているもの  

３  施設整備・  

維持修管理費  

・学校施設の建設や、維持

修繕、保守管理  

・校舎や体育館、グラウンド

やプールなどの学校施設に係

る経費や維持修繕・環境整備

経費  

・備品の整備や修理に係る経

費  

４  学校運営経費  ・光熱費等の学校運営に必

要な物  

・電気・水道・ガス・灯油な

ど学校の管理運営に必要なも

の  

※他の自治体の例ですので、支出が適当なのかその都度協議しましょう。   
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（２）私費負担を原則とする経費  

①私費（個人）に負担を求めるもの  

 区分  概要  具体例  

１  児童生徒の所

有物に係る経

費  

・家庭・学校のいずれにお

いても使用できるもの  

・制服・体操服・鞄・名札・生

徒手帳など  

・筆記用具・参考書・辞書等  

２  教育活動に必

要なものとし

て児童生徒に

還元されるも

の  

・学校が行う教育活動で必

要となる教材・教具  

・その他児童生徒個人に係

る経費  

・遠足・社会見学・修学旅行等

の費用  

・保険料・給食費等  

３  児童生徒の自

主的活動に係

る経費  

・部活動・児童会生徒会活

動・体育祭・文化祭等の一

定水準を超えた経費  

・児童会・生徒会費等  

・部活動費・遠征費等  

※他の自治体の例ですので、支出が適当なのかその都度協議しましょう。  

 

②私費（ＰＴＡ会費）より負担するもの  

 区分  概要  具体例  

１  ＰＴＡ活動費  ・ＰＴＡ主催または共催の

行事や活動に係る経費  

・ＰＴＡ総会・研修会・美化活

動等の各種活動に係る経費  

・広報紙発行に係る経費  

２  ＰＴＡ運営費  ・ＰＴＡ運営に係る経費  ・事務費・通信費・消耗品費・

旅費・印刷費等  

・備品の保守管理費  

３  その他の経費  ・児童生徒活動奨励費  

・慶弔費等  

・卒業記念品等  

・会員への見舞金・祝い金等  
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３ ＰＴＡ事務局について 

（１）ＰＴＡ事務局の役割  

ＰＴＡ会費でＰＴＡ事務職員を雇用している単位ＰＴＡがあります。（令和４年

度 雇用あり６０/雇用なし２３）  

事務職員を雇用することでＰＴＡ役員の負担が軽減する一方、例年通りの活動から

脱却することが困難な事例も見受けられます。  

また、ＰＴＡ事務以外の業務（職員室の電話や来客応対等）を請け負っている事

例もあります。仕事内容を精査し、ＰＴＡ業務に支障のない範囲で行いましょう。  

教職員がＰＴＡ事務を担っている場合は、学校業務に支障がないよう役割分担に

ついて役員とよく話し合いましょう。  

 

レベル  概要  

Ａ  

【役員との意思疎通・活動の振り返り・柔軟な対応】  

ＩＴツールを活用するなど、役員との意思疎通が行われていま

す。  

活動ごとに事後アンケートを行うなど、振り返りが行われていま

す。  

改善点は次回に活かす、場合によっては中止や内容の変更も提案

するなど柔軟に対応していています。  

Ｂ  

【前例踏襲】  

毎年同じ内容の活動を行っています。  

役員が毎年変わるため、前年の事業を実施するだけで精一杯で、

事業の見直しには至っていません。  

事務局の提案通りに進められることが多く、本当に必要な活動か

どうかの検証はされていません。  

Ｃ  

【あいまいな業務内容】  

ＰＴＡ業務と学校業務の線引きがあいまいになっています。  

役員との意思疎通が十分に行われていません。  
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様式見本１  

令和＊＊年度 

松山市立＊＊＊学校 

ＰＴＡ入会申込・個人情報取り扱い同意書 
 

松山市立＊＊＊学校ＰＴＡ会長宛  

 

＊＊学校ＰＴＡの趣旨に賛同し入会します。  

＊＊学校ＰＴＡの個人情報取り扱い規則・利用に同意します。  

 

令和  年  月  日 

（※主にＰＴＡ活動に参加する保護者の氏名）  

保護者氏名             

連絡先               

 

すべてのお子様についてご記入ください  

学年  組  氏名  

   

   

   

   

 

ご記入いただいた情報はＰＴＡ活動に係る個人情報取扱規則に定める以外の目的で  

使用することはありません。   
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様式見本２  

令和＊＊年度 

松山市立＊＊＊学校 

ＰＴＡ退会届 
 

松山市立＊＊＊学校ＰＴＡ会長宛  

 

 

私は、松山市立＊＊学校ＰＴＡを退会します。  

つきましては、ＰＴＡ会費の引き落としを停止するとともに、  

個人情報の削除をお願いします。  

 

 令和  年  月  日 

 

会員氏名： 

児童生徒氏名：  年  組 

  年  組 

  年  組 
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作製見本  

松山市立＊＊＊＊学校ＰＴＡ 個人情報取扱規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、松山市立＊＊＊学校ＰＴＡ（以下、「本会」という)が保有する個

人情報の適正な取扱いと活動の円滑な運営を図るため、個人の権利・利益を保護するこ

とを目的に、 ＰＴＡ役員名簿・会員名簿・行事などの記録や写真及びその他の個人情

報データベース(以下、「個人情報データベース」という)の取扱いについて定めるもの

とする。 

 

（責務） 

第２条 本会は、個人情報保護に関する法令を遵守すると共に、ＰＴＡ活動において個人

情報の保護に努めるものとする。 

 

（管理者） 

第３条 本会における個人情報データベースの管理者は、会長とする。 

 

（取扱者） 

第４条 本会における個人情報データベース取扱者は、役員・事務局長・事務局員とす

る。 

 

（秘密保持義務） 

第５条 個人情報データベースの管理者・取扱者は、職務上知りうることができた個人情

報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。その職を退いた後

も同様とする。 

 

（収集方法） 

第６条 本会は、個人情報を収集するときは、あらかじめその個人情報の利用目的を決

め、本人に明示する。 

（１）会員の氏名・連絡先 

（２）会員の子どもの氏名・クラス 

（３）必要に応じ、会員や会員の子どもなどの写真 

 

（周知） 

第７条 個人情報取扱いの方法は、総会資料や広報紙等で会員に周知する。  

 

（利用） 

第８条 取得した個人情報は、次の目的に沿った利用を行うものとする。 

（１）文書の送付 

（２）役員名簿の作成 

（３）役員選出 

（４）広報紙、ホームページへの掲載 

 

（利用目的による制限） 

第９条 本会はあらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定された利用目的

の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 
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（管理） 

第１０条 個人情報は管理者又は取扱者が保管するものとし、適正に管理する。また、不

要となった個人情報は管理者立ち合いのもとで、適正かつ速やかに廃棄するものとす

る。 

 

（保管及び持ち出し等） 
第１１条 個人情報データベース、個人データを取り扱う電子機器等については、ウイル

ス対策ソフトを入れるなど適切な状態で保管することとする。また、持ち出す場合は、

電子メールでの送付も含め、ファイルにパスワードをかけるなど適切に行うこととす

る。 
 

（第三者提供の制限） 
第１２条 個人情報は次にあげる場合を除き、あらかじめ本人の同意を得ないで第三者に

提供してはならない。 
（１）法令に基づく場合 
（２）人の生命、身体または財産の保護のために必要な場合 
（３）公衆衛生の向上または児童生徒の健全育成の推進に必要がある場合 
（４）国の機関もしくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令を定める事務を

遂行することに対して協力する必要がある場合 
 

（第三者提供に係る記録の作成等） 
第１３条 本会は、個人情報を第三者（第１２条（１）から（４）の場合を除く）に提供

したときは、次の項目について記録を作成し保存する。 
（１）第三者の氏名 
（２）提供する対象者の氏名 
（３）提供する情報の項目 
（４）対象者の同意を得ている旨 

 

（第三者提供を受ける際の確認等） 
第１４条 第三者（第１２条（１）から（４）の場合を除く）から個人情報の提供を受け

るときは、次の項目について記録を作成し保存する。 
（１）第三者の氏名 
（２）第三者が個人情報を取得した経緯 
（３）提供を受ける対象者の氏名 
（４）提供を受ける情報の項目 
（５）対象者の同意を得ている旨(事業者でない個人から提供を受ける場合は記録不

要) 

 
（情報の開示） 
第１５条 本会は、本人から個人情報の開示、利用停止、追加、削除を求められたとき

は、法令に沿ってこれに応じる。 
 

（漏えい時等の対応） 
第１６条 個人情報データベースを漏えい等(紛失含む)したおそれがあることを把握した

場合は、直ちに管理者に報告する。 
 

 

 

79



22 

 

（研修） 

第１７条 本会は、役員・会員に対して、定期的に、個人データの取扱いに関する留意事 

項について、研修を実施するものとする。 
 

（苦情の処理） 
第１８条 本会は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければ

ならない。 

 

（改正） 

第１９条 法令の改正または実務上の不備が発生した場合は、理事会において審議し承認

をもって改定することができる。なお、本規則を改定した場合は、第７条に定める周知

方法をもって会員へ周知するものとする。 
 

附則 本規則は、令和＊年＊月＊日より施行する。   
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様式見本３  
令和 年 月 日  

労働契約書  
雇用者 （甲）    松山市立＊＊＊＊学校ＰＴＡ  
     会長     印  
 
被雇用者（乙）    住所  

氏名     印  
 
 
甲と乙は、下記の条件にて雇用契約を締結したので、本証書２通を作成し、甲乙各１通を
所持して後日の証とする。  
 

契約期間  期間の定めなし、期間の定めあり（ 年 月 日～ 年 月 日）  
就業の場所  松山市＊＊＊＊＊＊  
従事すべき  
業務の内容  

一般事務職  

始業、就業の
時刻、休憩時
間、所定時間
外労働の有無
に関する事項  

１ 始業・終業の時刻等  
  始業（午前＊時＊分）～終業（午後＊時＊分）  
２ 休憩時間６０分 午後＊時～午後＊時  
３ 所定時間外労働の有無（ 有 ・ 無 ）  

休 日  定例日：毎週土、日曜日、国民の祝日、その他（夏季、年末年始）  

休 暇  

１ 年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合→ ＊日  
         継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （有・無）  
２ その他の休暇 有給（慶弔休暇）  
         無休（産前産後休暇、育児・介護休暇）  

賃 金  

１ 基本賃金  ＊＊＊＊＊＊円  
  ※途中退職時にはノーワークノーペイの原則を適用する  
２ 所定時間外、休日または深夜労働に対して支払われる割増賃金率  
  イ 所定時間外 法定超２５％、所定超３５％  
  ロ 休日 法定休日３５％、法定外休日２５％  
  ハ 深夜 （  ）％  
３ 賃金締切日（当月） 毎月＊日  
４ 賃金支払日（当月） 毎月＊日  
  ※年俸を１２等分し、毎月＊日に各１２分の１を支払う  
５ 労使協定に基づく賃金支払時の控除（有・無）  
６ 昇給（時期等 勤務態度、勤務成績等を総合的に勘案する）  
７ 賞与（有・無）  
８ 退職金（有・無）  

退職に関する
事項  

１ 定年制（有・無）  
２ 自己都合退職の手続（退職する３０日以上前に届け出ること）  
３ 解雇の事由及び手続  
  ①勤務態度不良、②無断欠勤、③業務に耐えられない疾病の場合
に、  
  ①３０日前の解雇予告もしくは②３０日分の解雇予告手当の支払い

の手続きにより解雇する  

その他  
・労災保険の適用（有・無）  
・雇用保険の適用（有・無）  
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業務委任契約書 

 
松山市立○○学校ＰＴＡ会長 ○○○○(以下「甲」という。)と 松山市立〇〇学校長 ○○○○ 

(以下「乙」という。)とは、甲の事務に関して、次のとおり業務委任契約を締結する。 

 

(委任契約) 

第１条 甲は乙に対し、市立〇〇学校ＰＴＡ事務のうち、次の行為をなすことを委任し、乙はれを受託す

る。 

(1) ＰＴＡ会費の集金及び督促、経理事務一般 

(2) 印鑑、出納簿及び預金通帳の保管・管理 

(3) 経理事務(必要に応じて追加又は削除) 

(4) その他、甲・乙協議の上で必要な業務 

2 前項各号に明記されていないもので必要が生じた事項については、甲と乙が協議して定める。 

 

(権利義務の譲渡等の禁止) 

第２条 乙は、第三者に対し委任事項の一部若しくは全部を委任し、この契約に基づいて生じる権利義務を

譲渡し、またはこの契約上の地位を継承させてはならない。但し、甲の承諾を得たときは、この限りではな

い。 

 

(報酬) 

第３条 この委任契約に関し、甲は、乙に名目の如何を問わずいかなる報酬も支払わない。 

 

(秘密の保持等) 

第４条 乙は、委任契約上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。また、乙は、保管・管理する書類等

を他人に閲覧させ、書写させ又は譲渡してはならない。但し、甲の承諾を得たときはこの限りではない。 

 

(契約期間) 

第５条 本契約期間は、令和〇年３月３１日までとする。 

但し、期間満了の1カ月以前までに甲または乙から書面等による解約の申し出がないときは、本契約 

と同条件でさらに1年間継続し、以後も同様とする。 

なお、甲、乙において、1カ月前に相手方に書面で通知することにより、本契約を解除することがで 

きるものとする。 

 

(補足) 

第６条 この契約の定めのない事項については、必要に応じて甲、乙が都度協議して定める。 

この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名捺印の上、各自１通を保有するものとする。 

 

令和 年 月 日 

 

委任者(甲)  松山市立○○学校ＰＴＡ 

会長  ○○○○  印 

 

受託者(乙)  松山市立○○学校 

校長  ○○○○  印  

様式見本４ 
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参考資料 

 

「父母と先生の会のあり方について」(昭和 42.6.23 社会教育審議会報告参照) 

 

（１）ＰＴＡの目的 

ＰＴＡは、各学校に在籍する児童生徒の健全な成長のために、保護者と教師が協力・

連携し、互いに話し合い学び合う団体です。 

 

（２）ＰＴＡの構成 

ＰＴＡは、各学校に在籍する児童生徒の保護者と教師によって構成されます。そし

て、それぞれのＰＴＡが掲げる活動目的に賛同する保護者と教師が、自主的に参加する

ものです。 

 

（３）ＰＴＡの運営 

ＰＴＡは、保護者と教師が同等の立場で運営されなければなりません。また、一部の

役員や教師に運営を任せたり、特定の政党や宗派を支持したり、営利目的の行為を行っ

てはなりません。 

 

 

 

「社会教育関係団体としてのＰＴＡ」 

 

 ＰＴＡは、「社会教育」に関する事業を行うことを主たる目的としていることから

「社会教育関係団体」とされています。ＰＴＡは会員によって主体的に運営されること

が重要です。 

 また、ＰＴＡは「社会教育を行う社会教育関係団体」であることで、学校施設を利用

することができます。 
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「社会教育法」 

第二条（社会教育の定義） 

 この法律において「社会教育」とは、学校教育法（略）に基づき、学校の教育課程と

して行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育

活動（体育及びレクリエーションの活動を含む。）をいう。 

 

第十条（社会教育関係団体の定義） 

 この法律で「社会教育関係団体」とは、法人であると否とを問わず、公の支配に属し

ない団体で社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とするものをいう。 

 

第十二条（国及び地方公共団体との関係） 

 国および地方公共団体は、社会教育関係団体に対し、いかなる方法によっても、不当

に統制的支配を及ぼし、又はその事業に干渉を加えてはならない。 

 

第四十四条（学校施設の利用） 

 学校（国立学校又は公立学校をいう。以下略）の管理機関は、学校教育上支障がない

と認める限り、その管理する学校の施設を社会教育のために利用に供するように努めな

ければならない。 
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ＰＴＡ運営ガイドライン  

～選ばれるＰＴＡを目指して～  

令和５年１２月  

令和６年６月（一部改訂）  

 

発行：松山市小中学校ＰＴＡ連合会  

編集：ＰＴＡ運営ガイドライン作成委員会  

 

松山市築山町 12-33 松山市青少年センター内  

ＴＥＬ089-948-9351 

ＦＡＸ089-948-9352 
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